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宮城地方最低賃金審議会 

   宮城県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、 
   情報通信機械器具製造業最低賃金専門部会委員名簿 

 
令和３年９月 10 日任命 

定 数 
 

 ９名 

 公益を代表する委員  ３名  
 労働者を代表する委員  ３名 
 使用者を代表する委員  ３名 

 
任  期 

 

専門部会を廃止

するまでの間 

委 員 ◎： 部会長   ○： 部会長代理 

    氏    名           職  名  等 
 
  《公益を代表する委員》 
   
    工

く

 藤
どう

   農
あつし

      東北福祉大学教授 

    熊
くま

 谷
がい

 真
まさ

 宏
ひろ

     公認会計士 

    桑
くわ

 原
はら

 真
ま

 弓
ゆみ

     東北福祉大学教授         
 
  《労働者を代表する委員》 
 

阿
あ

 部
べ

 祥
しょう

 大
た

     日本労働組合総連合会宮城県連合会副事務局長 

釜
かま

 石
いし

 行
ゆき

 雄
お

     電機連合宮城地方協議会事務局長 

佐
さ

 藤
とう

   斉
ひとし

     電機連合宮城地方協議会議長 
     
  《使用者を代表する委員》 

   
    菅

かん

   伸
のぶ

 之
ゆき

     東北電機製造株式会社取締役総務部長 

早
はや

 坂
さか

 雅
まさ

 彦
ひこ

     アルプスアルパイン株式会社古川第２工場 
総務課長 

    吉
よし

 田
だ

   聡
さとる

     一般社団法人宮城県経営者協会事務局長 
 

注．委員の配列は五十音順による。                   



                                  
宮城地方最低賃金審議会 

 

宮城県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、 
情報通信機械器具製造業最低賃金専門部会運営規程（案） 

 

令和３年６月２９日改正 

（目的） 

第1条 宮城地方最低賃金審議会最低賃金専門部会（以下「専門部会」という。）の議事運

営は、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３

４年政令第１６３号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（名称） 

第2条 専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の件名を冠する。 

 

（構成） 

第3条 専門部会の委員の数は、９人とする。 

 

（会議の招集） 

第 4 条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、

宮城労働局長（以下「局長」という。）又は３人以上の委員から開催の請求があっ

たとき、部会長が招集する。 

2 前項の規程により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、部会長に通知しな

ければならない。 

  3 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長

に通知するものとする。 

 

（委員の欠席） 

第 5 条 部会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信

により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。

次項においても同じ）を利用する方法によって、会議に出席することができる。 

   2 テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６

条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に

含めるものとする。 

3 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を部会長

に適当な方法で通知しなければならない。 

  4 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ部会長

に適当な方法で通知しなければならない。 

 

資料２ 



                                  
（会議の議事） 

第 6 条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

  2 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるものとす

る。 

3 専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見

を聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第 7 条 会議は原則として公開する。ただし、公開することにより、個人情報の保護に支

障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるお

それがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とすることができる。 

   2 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命じるなど必要な措

置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第 8 条 会議の議事については、議事録を作成するものとする。 

  2 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が

不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事録及び会議の資料

の一部又は全部を非公開とすることができる。 

  3 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

（報告） 

第 9 条 部会長は、専門部会が議決を行ったときは、宮城地方最低賃金審議会に報告する

ものとする。 

 

（専門部会の廃止） 

第 10 条 各専門部会は、その専門部会に係る最低賃金についての審議会の意見に関する意

義の申出期間が満了したときをもって、これを廃止する。 

 

（雑則） 

第 11 条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、部会長が定め

る。 

 

附則 

（施行期日） 

 この規程は、令和  年  月  日から施行する。 



 

 
 
 
 
 

令 和 ３ 年  賃 金 実 態 調 査 結 果 報 告 

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子 回 路 、 

電気機械器具、情報通信機械器具製造業 

調査結果の概要（表・グラフ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年  ９月 作成 

宮 城 労 働 局 
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最低賃金に関する基礎調査（概要） 

 

調査の目的 

・地方最低賃金審議会における最低賃金の決定及び改正等の審議に資

すること 

・中小規模の事業所の労働者の賃金の実態等を把握すること 

調査対象 

（産業） 

・製造業(E) 

・情報通信業(G)のうち新聞業(G413)及び出版業(G414) 

・卸売業，小売業(I) 

・学術研究，専門・技術サービス業(L) 

・宿泊業，飲食サービス業(M) 

・生活関連サービス業，娯楽業(N) 

・医療,福祉(P) 

・サービス業（他に分類されないもの）(R) 

※ ただし、上記の産業以外の産業において特定最低賃金が設定さ

れており、当該特定最低賃金の審議に必要な場合は、上記の産業

以外の産業であっても調査の対象とする。 

（事業所） 

事業所規模30人未満の民営事業所 

（製造業(E)、情報通信業(G)は100人未満） 

※ ただし、特定最低賃金が設定されている産業が、常用労働者30人

若しくは100人以上を雇用している事業所が多くを占めており、特定

最低賃金の審議に必要な場合は、30人若しくは100人以上を雇用

している事業所も調査の対象とする。 

（労働者） 当年６月１日において雇用される労働者 

調査時期 毎年５～６月 

調査方法 郵送＋オンライン 

主な調査結果 ・未満率、影響率（総括表） 
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用語の説明 

 

地域について 

 仙  台  市 ：仙台市 

 仙 台 市 周 辺 ：塩釜市、名取市、多賀城市、岩沼市、富谷市、 

亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町 

 郡     部 ：仙台市と仙台市周辺を除く市町村 

 

統計用語 

中  位  数 ：労働者の賃金の低いものから一列に並べ、それを二等分し、真ん中

の節（ふし）に当たる労働者の賃金額 

 第一・四分位数 ：同様に四等分して低いほうから最初の節に当たる労働者の賃金額 

 第一・十分位数 ：同様に十等分して低いほうから最初の節に当たる労働者の賃金額 

 第一・二十分位数：同様に二十等分して低いほうから最初の節に当たる労働者の賃金額 

 

 未  満  率 ：最低賃金を改正する前に、最低賃金を下回っている労働者の割合 

          （最低賃金の減額特例許可を受けている労働者等も含まれる） 

影  響  率 ：最低賃金を改定した後に、改定後の最低賃金を下回ることになる労

働者の割合 

         （すなわち、最低賃金の改定に伴い、法の強制力により、賃金の引

上げを行う必要のある労働者の比率である。引上げ額が大きけれ

ば、影響率が上がり、引上げ率が小さければ、影響率は下がるこ

ととなる。） 



調　査　対　象　産　業　表

総計 大計 中計 明細

01 01 特定(産業別)最賃適用

除外者及び年齢除外者

地域最賃適用

製　造　業

地域最賃適用

卸売業，小売業

地域最賃適用

地域最賃適用

宿泊業，飲食サービス業

地域最賃適用

生活関連サービス業，娯楽業

地域最賃適用

医療，福祉

地域最賃適用

サービス業（他に分類されないもの）

02

11 電子部品・デバイス・電子回路製造業  　Ｅ28

12 電気機械器具製造業  　Ｅ29

13 情報通信機械器具製造業  　Ｅ30

14 自動車（新車）小売業 　Ｉ5911

15 中古自動車小売業 　Ｉ5912

16 自動車部分品・附属品小売業 　Ｉ5913

01 特定（産業別）最賃適用除外者及び年齢除外者

　Ｇ413，Ｇ414

鉄鋼業
　Ｅ22
　（2211,2251,2252,
  　229,220を除く)

06

05

04

自動車小売業

07

10

09 Ｒ－サービス業（他に分類されないもの） 　Ｒ

Ｅ－製造業 　Ｅ（特賃除く）

地
　
域
　
最
　
賃
　
対
　
象
　
産
　
業

特
定
（

産
業
別
）

最
賃
対
象
産
業

調
　
　
査
　
　
対
　
　
象
　
　
産
　
　
業
　
　
計

09
電子部品・デバイス・電子回
路、電気機械器具、情報通信機

械器具製造業

08 鉄鋼業

10

06 Ｍ－宿泊業，飲食サービス業 　Ｍ

　Ｌ

04 Ｉ－卸売業，小売業 　Ｉ（特賃を除く）

07 Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業 　Ｎ

08 Ｐ－医療・福祉 　Ｐ

02

01

00

05 Ｌ－学術研究，専門技術サービス業

03 Ｇ－情報通信業のうち新聞業（Ｇ413），出版業（Ｇ414）

03 学術研究，
専門・技術サービス業，

新聞業，出版業

02
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中計09 3,522 人 1,197 円 1,075 円 909 円 867 円 864 円 1.9 ％

男 1,867 人 1,385 円 1,250 円 1,080 円 950 円 920 円 0.8 ％

女 1,655 人 986 円 915 円 870 円 864 円 864 円 3.1 ％

パ ー ト 312 人 935 円 870 円 864 円 864 円 845 円 7.6 ％

仙 台 市 744 人 1,383 円 1,215 円 1,087 円 972 円 955 円 1.1 ％

仙台市周辺 508 人 1,244 円 1,148 円 943 円 870 円 865 円 0.4 ％

郡 部 2,270 人 1,130 円 1,000 円 891 円 864 円 864 円 2.5 ％

30～ 99人 2,054 人 1,126 円 1,034 円 900 円 869 円 864 円 1.8 ％

10 ～ 29 人 1,058 人 1,243 円 1,136 円 910 円 867 円 864 円 2.8 ％

1 ～ 9 人 411 人 1,433 円 1,350 円 1,080 円 865 円 864 円 0.0 ％

明細11 1,721 人 1,121 円 1,000 円 880 円 864 円 864 円 1.6 ％

男 788 人 1,322 円 1,206 円 1,050 円 943 円 903 円 0.0 ％

女 933 人 952 円 891 円 867 円 864 円 864 円 2.9 ％

パ ー ト 191 人 905 円 870 円 864 円 864 円 825 円 6.2 ％

仙 台 市 116 人 1,278 円 1,157 円 1,062 円 880 円 870 円 0.0 ％

仙台市周辺 355 人 1,200 円 1,112 円 903 円 869 円 864 円 0.0 ％

郡 部 1,249 人 1,084 円 957 円 870 円 864 円 864 円 2.2 ％

30～ 99人 1,241 人 1,110 円 996 円 887 円 868 円 864 円 1.3 ％

10 ～ 29 人 351 人 1,123 円 1,040 円 870 円 864 円 864 円 3.3 ％

1 ～ 9 人 128 人 1,227 円 1,136 円 864 円 864 円 864 円 0.0 ％

　１　令和３年賃金実態調査結果（総括表）   
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　１　令和３年賃金実態調査結果（総括表）   

人数
第一・
四分位数

第一・
十分位数

第一・
二十分位数

未満率
時間当たり
平均賃金額

中位数

明細12 1,546 人 1,272 円 1,136 円 969 円 889 円 865 円 2.2 ％

男 920 人 1,435 円 1,277 円 1,114 円 986 円 927 円 1.1 ％

女 626 人 1,034 円 972 円 898 円 864 円 864 円 3.8 ％

パ ー ト 106 人 990 円 880 円 864 円 850 円 845 円 11.4 ％

仙 台 市 613 人 1,403 円 1,224 円 1,088 円 986 円 960 円 1.3 ％

仙台市周辺 153 人 1,279 円 1,166 円 1,081 円 900 円 867 円 1.4 ％

郡 部 779 人 1,168 円 1,046 円 901 円 865 円 864 円 3.1 ％

30～ 99人 813 人 1,151 円 1,073 円 939 円 877 円 864 円 2.6 ％

10 ～ 29 人 488 人 1,329 円 1,193 円 962 円 870 円 865 円 2.6 ％

1 ～ 9 人 245 人 1,563 円 1,394 円 1,136 円 1,051 円 1,002 円 0.0 ％

明細13 256 人 1,251 円 1,136 円 944 円 882 円 865 円 2.1 ％

男 160 人 1,403 円 1,276 円 1,136 円 923 円 915 円 3.4 ％

女 96 人 999 円 982 円 882 円 865 円 865 円 0.0 ％

パ ー ト 15 人 941 円 900 円 875 円 875 円 875 円 0.0 ％

仙 台 市 15 人 1,397 円 1,477 円 1,136 円 1,136 円 1,136 円 0.0 ％

仙台市周辺 0 人 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0.0 ％

郡 部 241 人 1,242 円 1,079 円 932 円 882 円 865 円 2.3 ％

30～ 99人 0 人 円 円 円 円 円 ％

10 ～ 29 人 219 人 1,244 円 1,079 円 932 円 882 円 865 円 2.5 ％

1 ～ 9 人 37 人 1,292 円 1,179 円 1,136 円 1,000 円 900 円 0.0 ％

電
気
機
械
器
具
製
造
業

情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
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中計09 3,522 人 1,197 円 1,075 円 909 円 867 円 864 円 1.9 ％

男 1,867 人 1,385 円 1,250 円 1,080 円 950 円 920 円 0.8 ％

女 1,655 人 986 円 915 円 870 円 864 円 864 円 3.1 ％

パ ー ト 312 人 935 円 870 円 864 円 864 円 845 円 7.6 ％

仙 台 市 744 人 1,386 円 1,215 円 1,087 円 972 円 955 円 1.1 ％

仙台市周辺 508 人 1,224 円 1,148 円 943 円 870 円 864 円 0.4 ％

郡 部 2,270 人 1,130 円 1,000 円 891 円 864 円 864 円 2.5 ％

30～ 99人 2,054 人 1,126 円 1,034 円 900 円 869 円 864 円 1.8 ％

10 ～ 29 人 1,058 人 1,243 円 1,136 円 910 円 867 円 864 円 2.8 ％

1 ～ 9 人 411 人 1,433 円 1,350 円 1,080 円 865 円 864 円 0.0 ％

中計09 2,554 人 1,234 円 1,108 円 897 円 858 円 825 円 10.4 ％

男 1,519 人 1,392 円 1,271 円 1,061 円 924 円 863 円 4.7 ％

女 1,034 人 1,003 円 900 円 862 円 830 円 819 円 18.8 ％

パ ー ト 196 人 916 円 862 円 830 円 824 円 824 円 45.0 ％

仙 台 市 407 人 1,457 円 1,322 円 1,109 円 997 円 937 円 3.3 ％

仙台市周辺 389 人 1,142 円 1,012 円 867 円 857 円 850 円 10.1 ％

郡 部 1,758 人 1,204 円 1,061 円 878 円 853 円 824 円 12.1 ％

30～ 99人 1,597 人 1,203 円 1,082 円 886 円 858 円 824 円 10.2 ％

10 ～ 29 人 711 人 1,238 円 1,097 円 890 円 850 円 825 円 13.9 ％

1 ～ 9 人 245 人 1,428 円 1,328 円 1,051 円 882 円 862 円 1.6 ％

未満率

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
、
電
気
機
械
器
具
、
情
報
通
信
機
械
器

具
製
造
業

令
和
2
年
度
調
査

　１　令和３年度賃金実態調査結果（総括表　昨年との比較）   

人数
時間当たり
平均賃金額

中位数
第一・
四分位数

第一・
十分位数

第一・
二十分位数

6



賃金（円） 加算額（円） 分布労働者数 影響率（％）

～824

825～863 67

864 213 1.90（未満率）

865 1 49 7.96

866 2 9.34

867 3 30 9.34

868 4 16 10.19

869 5 21 10.63

870 6 118 11.23

871 7 4 14.59

872 8 14.71

873 9 14.71

874 10 30 14.71

875 11 22 15.58

876 12 5 16.19

877 13 7 16.33

878 14 4 16.52

879 15 16.65

880 16 12 16.65

881 17 17.00

882 18 18 17.00

883 19 17.51

884 20 17.51

885 21 17.51

886 22 4 17.51

887 23 11 17.63

888 24 20 17.96

889 25 6 18.53

890 26 14 18.70

891 27 10 19.11

892 28 14 19.40

893 29 20 19.80

894 30 6 20.37

895 31 20.53

896 32 8 20.53

897 33 5 20.76

898 34 4 20.90

899 35 4 21.03

２　令和３年影響率表（電子…、電気…、情報…製造業）

　　　　　　　　　男女計・全地域

調査対象労働者数：3,522人　

7 



8 -1

中計
09 男 女

パー

ト

仙台

市

仙台

市周

辺

郡

部

30～
99人

10～
29人

1～9
人

時間当たり

平均賃金額
1,197 1,385 986 935 1,383 1,244 1,130 1,126 1,243 1,433

中位数 1,075 1,250 915 870 1,215 1,148 1,000 1,034 1,136 1,350
第一・四分位数 909 1,080 870 864 1,087 943 891 900 910 1,080

第一・十分位数 867 950 864 864 972 870 864 869 867 865

第一・二十分位数 864 920 864 845 955 865 864 864 864 864
人数 3,522 1,867 1,655 312 744 508 2,270 2,054 1,058 411

未満率 1.9 0.8 3.1 7.6 1.1 0.4 2.5 1.8 2.8 0.0

915 

870 

909 

870 

864 

891 

900 

910 

867 864 
864 

870 
864 

869 
867 

865 

864 

920 

864 

845 

865 864 864 864 864 

1.9 
0.8 

3.1 

7.6 

1.1 
0.4 

2.5 
1.8 

2.8 

0.0 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

800

820

840

860

880

900

920

３ 中計09（電子、電気、情報・・・）対象労働者別分位数等グラフ



8　-2

明細
11 男 女

パー

ト

仙台

市

仙台

市周

辺

郡

部

30～
99人

10～
29人

1～9
人

時間当たり

平均賃金額
1,121 1,322 952 905 1,278 1,200 1,084 1,110 1,123 1,227

中位数 1,000 1,206 891 870 1,157 1,112 957 996 1,040 1,136
第一・四分位数 880 1,050 867 864 1,062 903 870 887 870 864

第一・十分位数 864 943 864 864 880 869 864 868 864 864

第一・二十分位数 864 903 864 825 870 864 864 864 864 864
人数 1,721 788 933 191 116 355 1,249 1,241 351 128

未満率 1.6 0.0 2.9 6.2 0.0 0.0 2.2 1.3 3.3 0.0

891 

870 

880 

867 
864 

903 

870 

887 

870 

864 864 
864 

864 

880 

869 
864 

868 

864 
864 

864 

903 

864 

825 

870 

864 864 864 864 864 

1.6 

0.0 

2.9 

6.2 

0.0 0.0 

2.2 
1.3 

3.3 

0.0 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

800

820

840

860

880

900

920

３ 明細11（電子部品・・・） 対象労働者別分位数等グラフ



8　-3 

明細
12 男 女

パー

ト

仙台

市

仙台

市周

辺

郡

部

30～
99人

10～
29人

1～9
人

時間当たり

平均賃金額
1,272 1,435 1,034 990 1,403 1,279 1,168 1,151 1,329 1,563

中位数 1,136 1,277 972 880 1,224 1,166 1,046 1,073 1,193 1,394
第一・四分位数 969 1,114 898 864 1,088 1,081 901 939 962 1,136

第一・十分位数 889 986 864 850 986 900 865 877 870 1,051

第一・二十分位数 865 927 864 845 960 867 864 864 865 1,002
人数 1,546 920 626 106 613 153 779 813 488 245

未満率 2.2 1.1 3.8 11.4 1.3 1.4 3.1 2.6 2.6 0.0

880 

898 

864 

901 

889 

864 

850 

900 

865 

877 

870 

865 864 

845 

867 
864 864 865 

2.2 
1.1 

3.8 

11.4 

1.3 1.4 

3.1 
2.6 2.6 

0.0 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

800

820

840

860

880

900

920

３ 明細12（電気機械器具・・・） 対象労働者別分位数等グラフ



8 　-4

明細
13 男 女 パート

仙台

市

郡

部

30～
99人

10～
29人

1～9
人

人数 256 160 96 15 15 241 0 219 37

時間当たり

平均賃金額
1,251 1,403 999 941 1,397 1,242 1,244 1,292

中位数 1,136 1,276 982 900 1,477 1,079 1,079 1,179

第一・四分位数 944 1,136 882 875 1,136 932 932 1,136
第一・十分位数 882 923 865 875 1,136 882 882 1,000

第一・二十分位数 865 915 865 875 1,136 865 865 900
未満率 2.1 3.4 0.0 0.0 0.0 2.3 2.5 0.0

900 

882 

875 
882 

865 

875 

882 882 

2.1 

3.4 

0.0 0.0 0.0 

2.3 2.5 

0.0 0

5

10

15

20

25

30

35

40

800

820

840

860

880

900

920

３ 明細13（情報通信・・・） 対象労働者別分位数等グラフ
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中計09 明細11 明細12 明細13
時間当たり

平均賃金額
1,197 1,121 1,272 1,251

中位数 1,075 1,000 1,136 1,136
第一・四分位数 909 880 969 944

第一・十分位数 867 864 889 882

第一・二十分位数 864 864 865 865
人数 3,522 1,721 1,546 256

未満率 1.9 1.6 2.2 2.1

909 

880 

867 
864 

889 

882 

864 864 865 
865 

1.9 1.6 
2.2 

2.1 

0

5

10

15

20

25

30

800

820

840

860

880

900

920

４ 中計・明細別分位数等グラフ

中計09
電子部品・デバイス・電子回路、電気
機械器具、情報通信機械器具製造業
明細11
電子部品・デバイス・電子回路製造業

明細12
電気機械器具製造業

明細13
情報通信機械器具製造業



５  年齢別時間当たり賃金額本年度調査分（一般+パート）

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 932 1,081 1,080 1,047

第１・４分位数 909 911 900 893

第１・１０分位数 874 870 864 865

第１・２０分位数 874 864 864 864

825

850

875

900

925
男女計

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 932 1,247 1,417 1,210

第１・４分位数 874 1,084 1,175 1,000

第１・１０分位数 874 950 1,054 920

第１・２０分位数 874 915 960 845

825

850

875

900

925
男性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 955 920 900 896

第１・４分位数 909 870 864 867

第１・１０分位数 909 864 864 864

第１・２０分位数 909 864 825 864

825

850

875

900

925
女性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数
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６  年齢別時間当たり賃金額本年度調査分（パート）

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 870 880 870

第１・４分位数 864 830 867

第１・１０分位数 864 825 845

第１・２０分位数 864 825 845

825

850

875

900

925
男女計

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 1,000 1,474 845

第１・４分位数 875 1,474 845

第１・１０分位数 875 1,474 845

第１・２０分位数 875 1,474 845

825

850

875

900

925
男性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 870 864 890

第１・４分位数 864 825 870

第１・１０分位数 864 825 867

第１・２０分位数 864 825 867

825

850

875

900

925
女性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数
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７　地域別時間当たり賃金額の推移

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

中位数 990 1147 1,056 1,011 952 1,108 1,075

第１・４分位数 824 900 870 870 859 897 909

第１・１０分位数 770 800 798 820 841 858 867

第１・２０分位数 769 783 798 808 841 825 864

750

800

850

900

950

1000

1050

750

850

950

1050

全地域

電子…最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

中位数 1208 1220 1,303 1,332 1,201 1,322 1,215

第１・４分位数 1022 1000 1,100 1,074 1,000 1,109 1,087

第１・１０分位数 893 837 900 900 870 997 972

第１・２０分位数 850 780 850 851 820 937 955

750

800

850

900

950

1000

1050

750

850

950

1050

仙台市

電子…最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数
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７　地域別時間当たり賃金額の推移

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

中位数 1091 1107 1,096 1,099 1,098 1,012 1,148

第１・４分位数 868 897 870 859 1,000 867 943

第１・１０分位数 769 815 798 825 880 857 870

第１・２０分位数 769 783 798 819 853 850 865

750

800

850

900

950

1000

1050

750

850

950

1050

仙台市周辺

電子…最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

中位数 950 1142 1,000 950 900 1,061 1,000

第１・４分位数 800 876 850 858 850 878 891

第１・１０分位数 770 796 795 810 841 853 864

第１・２０分位数 765 783 750 793 841 824 864

750

800

850

900

950

1000

1050

750

850

950

1050

郡部

電子…最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数
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８　男女別時間当たり賃金額の推移

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

中位数 1163 1313 1,222 1,315 1,177 1,271 1,250

第１・４分位数 979 1095 1,018 1,048 966 1,061 1,080

第１・１０分位数 900 938 899 879 865 924 950

第１・２０分位数 844 852 851 850 853 863 920

750

800

850

900

950

1000

1050

750

850

950

1050

男性

電子…最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

中位数 810 867 860 900 866 900 915

第１・４分位数 770 796 798 832 841 862 870

第１・１０分位数 769 783 750 810 841 830 864

第１・２０分位数 749 760 748 789 820 819 864

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

女性

電子…最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数
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15 

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

電子…最低賃金 769 783 798 819 841 862 864

全地域 7.87 4.53 7.45 5.11 3.73 10.38 1.90

仙台市 0.46 5.18 2.32 0.21 8.33 3.19 1.07
仙台市周辺 9.73 2.40 3.35 4.18 0.00 10.03 0.41

郡部 9.31 4.84 10.13 6.83 3.33 12.12 2.51

769

783

798

819

841

862 864

7.87

4.53

7.45

5.11

3.73

10.38

1.90

0.46

5.18

2.32

0.21

8.33

3.19

1.07

9.73

2.40

3.35

4.18

0.00

10.03

0.41

9.31

4.84

10.13

6.83

3.33

12.12

2.51

750

800

850

900

950

1000

1050

1100

-8.00

-3.00

2.00

7.00

12.00

９ 未満率の推移

電子…最低賃金 全地域 仙台市 仙台市周辺 郡部
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最低賃金に関する基礎調査（概要） 

 

調査の目的 

・地方最低賃金審議会における最低賃金の決定及び改正等の審議に資

すること 

・中小規模の事業所の労働者の賃金の実態等を把握すること 

調査対象 

（産業） 

・製造業(E) 

・情報通信業(G)のうち新聞業(G413)及び出版業(G414) 

・卸売業，小売業(I) 

・学術研究，専門・技術サービス業(L) 

・宿泊業，飲食サービス業(M) 

・生活関連サービス業，娯楽業(N) 

・医療,福祉(P) 

・サービス業（他に分類されないもの）(R) 

※ ただし、上記の産業以外の産業において特定最低賃金が設定さ

れており、当該特定最低賃金の審議に必要な場合は、上記の産業

以外の産業であっても調査の対象とする。 

（事業所） 

事業所規模30人未満の民営事業所 

（製造業(E)、情報通信業(G)は100人未満） 

※ ただし、特定最低賃金が設定されている産業が、常用労働者30人

若しくは100人以上を雇用している事業所が多くを占めており、特定

最低賃金の審議に必要な場合は、30人若しくは100人以上を雇用

している事業所も調査の対象とする。 

（労働者） 当年６月１日において雇用される労働者 

調査時期 毎年５～６月 

調査方法 郵送＋オンライン 

主な調査結果 ・未満率、影響率（総括表） 
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用語の説明 

 

地域について 

 仙  台  市 ：仙台市 

 仙 台 市 周 辺 ：塩釜市、名取市、多賀城市、岩沼市、富谷市、 

亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町 

 郡     部 ：仙台市と仙台市周辺を除く市町村 

 

統計用語 

中  位  数 ：労働者の賃金の低いものから一列に並べ、それを二等分し、真ん中

の節（ふし）に当たる労働者の賃金額 

 第一・四分位数 ：同様に四等分して低いほうから最初の節に当たる労働者の賃金額 

 第一・十分位数 ：同様に十等分して低いほうから最初の節に当たる労働者の賃金額 

 第一・二十分位数：同様に二十等分して低いほうから最初の節に当たる労働者の賃金額 

 

 未  満  率 ：最低賃金を改正する前に、最低賃金を下回っている労働者の割合 

          （最低賃金の減額特例許可を受けている労働者等も含まれる） 

影  響  率 ：最低賃金を改定した後に、改定後の最低賃金を下回ることになる労

働者の割合 

         （すなわち、最低賃金の改定に伴い、法の強制力により、賃金の引

上げを行う必要のある労働者の比率である。引上げ額が大きけれ

ば、影響率が上がり、引上げ率が小さければ、影響率は下がるこ

ととなる。） 



調　査　対　象　産　業　表

総計 大計 中計 明細

01 01 特定(産業別)最賃適用

除外者及び年齢除外者

地域最賃適用

製　造　業

地域最賃適用

卸売業，小売業

地域最賃適用

地域最賃適用

宿泊業，飲食サービス業

地域最賃適用

生活関連サービス業，娯楽業

地域最賃適用

医療，福祉

地域最賃適用

サービス業（他に分類されないもの）

02

11 電子部品・デバイス・電子回路製造業  　Ｅ28

12 電気機械器具製造業  　Ｅ29

13 情報通信機械器具製造業  　Ｅ30

14 自動車（新車）小売業 　Ｉ5911

15 中古自動車小売業 　Ｉ5912

16 自動車部分品・附属品小売業 　Ｉ5913

01 特定（産業別）最賃適用除外者及び年齢除外者

　Ｇ413，Ｇ414

鉄鋼業
　Ｅ22
　（2211,2251,2252,
  　229,220を除く)

06

05

04

自動車小売業

07

10

09 Ｒ－サービス業（他に分類されないもの） 　Ｒ

Ｅ－製造業 　Ｅ（特賃除く）

地
　
域
　
最
　
賃
　
対
　
象
　
産
　
業

特
定
（

産
業
別
）

最
賃
対
象
産
業

調
　
　
査
　
　
対
　
　
象
　
　
産
　
　
業
　
　
計

09
電子部品・デバイス・電子回
路、電気機械器具、情報通信機

械器具製造業

08 鉄鋼業

10

06 Ｍ－宿泊業，飲食サービス業 　Ｍ

　Ｌ

04 Ｉ－卸売業，小売業 　Ｉ（特賃を除く）

07 Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業 　Ｎ

08 Ｐ－医療・福祉 　Ｐ

02

01

00

05 Ｌ－学術研究，専門技術サービス業

03 Ｇ－情報通信業のうち新聞業（Ｇ413），出版業（Ｇ414）

03 学術研究，
専門・技術サービス業，

新聞業，出版業

02
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大計01 357,463 人 1,304 円 1,080 円 890 円 836 円 830 円 1.2 ％

男 160,483 人 1,532 円 1,323 円 1,015 円 850 円 840 円 0.8 ％

女 196,981 人 1,117 円 951 円 860 円 830 円 825 円 1.5 ％

パ ー ト 121,787 人 1,063 円 880 円 840 円 830 円 825 円 1.0 ％

仙 台 市 173,564 人 1,417 円 1,188 円 900 円 840 円 830 円 1.0 ％

仙台市周辺 47,649 人 1,224 円 1,015 円 861 円 840 円 830 円 2.0 ％

郡 部 136,250 人 1,187 円 1,015 円 880 円 830 円 825 円 1.1 ％

30～ 99人
(製造業)

28,003 人 1,271 円 1,229 円 938 円 855 円 828 円 0.0 ％

10 ～ 29 人 180,094 人 1,288 円 1,025 円 870 円 830 円 830 円 0.5 ％

1 ～ 9 人 149,366 人 1,328 円 1,145 円 900 円 850 円 825 円 2.2 ％

中計01 53,822 人 1,273 円 1,190 円 942 円 845 円 828 円 0.9 ％

男 37,696 人 1,400 円 1,345 円 1,111 円 950 円 880 円 0.4 ％

女 15,853 人 970 円 909 円 830 円 825 円 825 円 2.2 ％

パ ー ト 4,739 人 903 円 850 円 825 円 825 円 825 円 0.0 ％

仙 台 市 10,096 人 1,294 円 1,188 円 1,054 円 974 円 840 円 0.0 ％

仙台市周辺 10,318 人 1,316 円 1,200 円 1,003 円 915 円 900 円 1.3 ％

郡 部 33,408 人 1,253 円 1,171 円 888 円 828 円 825 円 1.0 ％

30～ 99人 26,892 人 1,285 円 1,250 円 966 円 860 円 828 円 0.0 ％

10 ～ 29 人 18,067 人 1,192 円 1,050 円 870 円 825 円 825 円 1.9 ％

1 ～ 9 人 8,863 人 1,401 円 1,295 円 1,056 円 901 円 830 円 1.6 ％

時間当たり
平均賃金額

中位数

製
造
業

　１　令和３年賃金実態調査結果（総括表）   

産
業
計

人数
第一・
四分位数

第一・
十分位数

第一・
二十分位数

未満率
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時間当たり
平均賃金額

中位数

　１　令和３年賃金実態調査結果（総括表）   

人数
第一・
四分位数

第一・
十分位数

第一・
二十分位数

未満率

中計02 130,867 人 1,319 円 1,039 円 850 円 830 円 825 円 1.3 ％

男 62,556 人 1,584 円 1,337 円 950 円 840 円 825 円 1.1 ％

女 68,311 人 1,076 円 900 円 850 円 830 円 825 円 1.5 ％

パ ー ト 53,214 人 947 円 850 円 830 円 825 円 825 円 1.7 ％

仙 台 市 77,561 人 1,426 円 1,125 円 860 円 830 円 825 円 1.0 ％

仙台市周辺 16,610 人 1,109 円 930 円 860 円 850 円 830 円 1.5 ％

郡 部 36,696 人 1,189 円 974 円 850 円 830 円 825 円 1.8 ％

10 ～ 29 人 69,080 人 1,239 円 940 円 850 円 830 円 825 円 0.7 ％

1 ～ 9 人 61,787 人 1,408 円 1,150 円 900 円 830 円 825 円 1.9 ％

中計03 14,656 人 1,583 円 1,494 円 1,137 円 991 円 923 円 0.8 ％

男 8,721 人 1,699 円 1,539 円 1,250 円 1,067 円 966 円 0.7 ％

女 5,935 人 1,413 円 1,253 円 1,014 円 923 円 909 円 1.0 ％

パ ー ト 2,291 人 1,443 円 1,030 円 991 円 910 円 890 円 0.0 ％

仙 台 市 11,009 人 1,575 円 1,476 円 1,161 円 991 円 923 円 1.1 ％

仙台市周辺 601 人 1,399 円 1,136 円 960 円 852 円 852 円 0.0 ％

郡 部 3,046 人 1,650 円 1,558 円 1,163 円 1,000 円 1,000 円 0.0 ％

10 ～ 29 人 6,861 人 1,584 円 1,476 円 1,137 円 991 円 981 円 0.0 ％

1 ～ 9 人 7,795 人 1,583 円 1,500 円 1,136 円 960 円 909 円 1.5 ％

中計04 55,347 人 996 円 900 円 850 円 830 円 830 円 0.7 ％

男 13,658 人 1,105 円 950 円 880 円 850 円 835 円 1.6 ％

女 41,689 人 960 円 900 円 850 円 830 円 830 円 0.4 ％

パ ー ト 33,940 人 906 円 880 円 850 円 830 円 830 円 0.1 ％

仙 台 市 19,104 人 1,027 円 900 円 870 円 830 円 830 円 1.4 ％

仙台市周辺 7,882 人 969 円 882 円 850 円 830 円 830 円 0.0 ％

郡 部 28,361 人 983 円 909 円 850 円 830 円 830 円 0.5 ％

10 ～ 29 人 31,089 人 942 円 900 円 850 円 830 円 830 円 0.2 ％

1 ～ 9 人 24,258 人 1,065 円 900 円 855 円 830 円 830 円 1.4 ％

卸
売
業
・
小
売
業

学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
、
新
聞

業
、
出
版
業

宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
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時間当たり
平均賃金額

中位数

　１　令和３年賃金実態調査結果（総括表）   

人数
第一・
四分位数

第一・
十分位数

第一・
二十分位数

未満率

中計05 20,961 人 1,120 円 1,028 円 900 円 850 円 815 円 5.2 ％

男 9,925 人 1,208 円 1,145 円 977 円 850 円 850 円 1.1 ％

女 11,036 人 1,041 円 966 円 890 円 830 円 667 円 8.9 ％

パ ー ト 5,983 人 958 円 900 円 850 円 850 円 830 円 2.2 ％

仙 台 市 12,128 人 1,130 円 1,029 円 900 円 850 円 850 円 3.3 ％

仙台市周辺 1,568 人 1,031 円 1,145 円 667 円 667 円 667 円 33.3 ％

郡 部 7,265 人 1,123 円 1,021 円 909 円 860 円 830 円 2.3 ％

10 ～ 29 人 9,744 人 1,207 円 1,062 円 994 円 850 円 850 円 0.0 ％

1 ～ 9 人 11,217 人 1,044 円 972 円 890 円 831 円 667 円 9.7 ％

中計06 49,441 人 1,513 円 1,221 円 1,040 円 900 円 863 円 0.8 ％

男 10,127 人 2,189 円 1,412 円 1,160 円 900 円 856 円 0.6 ％

女 39,314 人 1,339 円 1,200 円 1,022 円 900 円 863 円 0.9 ％

パ ー ト 15,099 人 1,805 円 1,060 円 900 円 852 円 831 円 0.7 ％

仙 台 市 25,463 人 1,590 円 1,244 円 1,062 円 905 円 880 円 0.4 ％

仙台市周辺 7,009 人 1,759 円 1,144 円 956 円 850 円 825 円 0.7 ％

郡 部 16,969 人 1,295 円 1,219 円 1,040 円 900 円 852 円 1.4 ％

10 ～ 29 人 28,396 人 1,668 円 1,235 円 1,062 円 910 円 875 円 0.0 ％

1 ～ 9 人 21,045 人 1,304 円 1,217 円 1,000 円 880 円 840 円 1.9 ％

中計07 29,834 人 1,531 円 1,340 円 1,035 円 878 円 845 円 0.0 ％

男 16,760 人 1,707 円 1,487 円 1,178 円 1,000 円 900 円 0.0 ％

女 13,074 人 1,305 円 1,167 円 926 円 860 円 830 円 0.0 ％

パ ー ト 5,713 人 1,221 円 1,000 円 860 円 830 円 830 円 0.0 ％

仙 台 市 17,873 人 1,721 円 1,507 円 1,120 円 932 円 878 円 0.0 ％

仙台市周辺 3,230 人 1,059 円 860 円 840 円 830 円 830 円 0.0 ％

郡 部 8,731 人 1,316 円 1,242 円 1,003 円 950 円 893 円 0.0 ％

10 ～ 29 人 15,779 人 1,548 円 1,333 円 1,077 円 893 円 860 円 0.0 ％

1 ～ 9 人 14,055 人 1,511 円 1,364 円 1,000 円 850 円 830 円 0.0 ％

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業

医
療
・
福
祉
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賃金（円） 加算額（円） 分布労働者数 影響率（％）

～824 4,210

825 11,607 1.18（未満率）

826 1 51 4.42

827 2 3 4.44

828 3 1,535 4.44

829 4 159 4.87

830 5 15,856 4.91

831 6 211 9.35

832 7 183 9.41

833 8 259 9.46

834 9 79 9.53

835 10 1,548 9.55

836 11 79 9.99

837 12 6 10.01

838 13 71 10.01

839 14 0 10.03

840 15 4,734 10.03

841 16 0 11.36

842 17 357 11.36

843 18 301 11.46

844 19 396 11.54

845 20 762 11.65

846 21 90 11.86

847 22 129 11.89

848 23 430 11.93

849 24 446 12.05

850 25 20,038 12.17

851 26 5 17.78

852 27 741 17.78

853 28 271 17.98

854 29 68 18.06

855 30 627 18.08

856 31 131 18.25

857 32 79 18.29

858 33 210 18.31

859 34 6 18.37

860 35 4,029 18.37

２　令和３年影響率表

　　　　　　　　　男女計・全地域

調査対象労働者数：357,463人　

7 
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大計01 男 女 パート 仙台市
仙台市

周辺

郡

部

30～99
人

(製造
業)

10～29
人

1～9人

人数 357,463 160,483 196,981 121,787 173,564 47,649 136,250 28,003 180,094 149,366

時間当たり

平均賃金額
1,304 1,532 1,117 1,063 1,417 1,224 1,187 1,271 1,288 1,328

中位数 1,080 1,323 951 880 1,188 1,015 1,015 1,229 1,025 1,145

第一・四分位数 890 1,015 860 840 900 861 880 938 870 900
第一・十分位数 836 850 830 830 840 840 830 855 830 850

第一・二十分位数 830 840 825 825 830 830 825 828 830 825

未満率 1.2 0.8 1.5 1.0 1.0 2.0 1.1 0.0 0.5 2.2

800

820

840

860

880

900

920

940

960

980

1,000
３ 対象労働者別分位数等グラフ

中位数

第一・四分位数

第一・十分位数

第一・二十分位数
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大計01 中計01 中計02 中計03 中計04 中計05 中計06 中計07
人数 357,463 53,822 130,867 14,656 55,347 20,961 49,441 29,834

時間当たり

平均賃金額
1,304 1,273 1,319 1,583 996 1,120 1,513 1,531

中位数 1,080 1,190 1,039 1,494 900 1,028 1,221 1,340

第一・四分位数 890 942 850 1,137 850 900 1,040 1,035
第一・十分位数 836 845 830 991 830 850 900 878

第一・二十分位数 830 828 825 923 830 815 863 845
未満率 1.2 0.9 1.3 0.8 0.7 5.2 0.8 0.0

800

820

840

860

880

900

920

940

960

980

1,000

４ 対象産業別分位数等グラフ

時間当たり

平均賃金額

中位数

第一・四分位数

第一・十分位数

第一・二十分位数

大計01
産業計
中計01
製造業

中計02
卸売業、小売業

中計03
学術研究、専門・技術サービス業、新

聞業、出版業
中計04
宿泊業、飲食サービス業
中計05
生活関連サービス業、娯楽業
中計06
医療、福祉

中計07
サービス業（他に分類されないもの）



５  年齢別時間当たり賃金額本年度調査分（産業計）

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 850 861 1,143 1,230 1,007 925

第１・４分位数 850 840 910 924 865 830

第１・１０分位数 830 830 850 850 830 825

第１・２０分位数 830 825 830 830 825 825

800

825

850

875

900
男女計

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 850 850 1,385 1,650 1,250 1,023

第１・４分位数 850 830 1,071 1,211 1,000 900

第１・１０分位数 830 825 880 1,000 900 845

第１・２０分位数 825 825 850 890 850 825

800

825

850

875

900
男性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 850 870 1,000 1,000 900 850

第１・４分位数 850 850 880 867 840 830

第１・１０分位数 830 830 840 830 825 825

第１・２０分位数 830 830 828 825 825 800

800

825

850

875

900
女性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

10



６  年齢別時間当たり賃金額本年度調査分（産業計）　パート

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 850 850 890 900 870 890

第１・４分位数 850 830 850 850 830 830

第１・１０分位数 830 825 830 830 825 825

第１・２０分位数 830 825 825 825 825 825

800

825

850

875

900
男女計

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 850 850 860 1,000 950 950

第１・４分位数 850 830 840 850 870 873

第１・１０分位数 830 825 825 840 865 830

第１・２０分位数 825 825 825 825 850 825

800

825

850

875

900
男性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

17才以下 18～19才 20～54才 55～59才 60～64才 65才以上

中位数 850 860 900 880 860 830

第１・４分位数 850 835 850 850 830 830

第１・１０分位数 830 830 830 830 825 825

第１・２０分位数 830 825 825 825 825 825

800

825

850

875

900
女性

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

11



７　地域別時間当たり賃金額の推移

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

中位数 1056 1041 1,050 1,049 1,044 1,099 1,080

第１・４分位数 820 830 830 850 860 895 890

第１・１０分位数 742 750 770 800 810 830 836

第１・２０分位数 710 730 750 780 800 824 830

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

全地域

宮城県最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

中位数 1136 1100 1,113 1,125 1,094 1,160 1,188

第１・４分位数 853 850 850 878 880 925 900

第１・１０分位数 766 800 780 800 830 840 840

第１・２０分位数 710 750 760 799 800 825 830

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

仙台市

宮城県最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

12 



７　地域別時間当たり賃金額の推移

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

中位数 972 1000 957 1,017 920 1,057 1,015

第１・４分位数 800 805 807 830 830 880 861

第１・１０分位数 740 750 770 785 800 830 840

第１・２０分位数 720 730 750 772 800 824 830

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

仙台市周辺

宮城県最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

中位数 977 964 977 1,023 1,023 1,018 1,015

第１・４分位数 799 795 800 850 850 852 880

第１・１０分位数 720 735 760 795 800 830 830

第１・２０分位数 710 726 748 778 800 824 825

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

郡部

宮城県最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

13 



８　男女別時間当たり賃金額の推移

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

中位数 1341 1276 1,376 1,295 1,325 1,389 1,323

第１・４分位数 1000 976 1,048 1,000 996 1,055 1,015

第１・１０分位数 820 841 830 845 850 866 850

第１・２０分位数 750 780 786 800 806 830 840

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

男性

宮城県最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

中位数 887 900 900 906 925 950 951

第１・４分位数 787 800 800 800 850 850 860

第１・１０分位数 720 740 760 780 800 830 830

第１・２０分位数 710 730 750 773 800 824 825

700

750

800

850

900

950

1000

700

800

900

1000

女性

宮城県最低賃金

中位数

第１・４分位数

第１・１０分位数

第１・２０分位数

14



15 

27年 28年 29年 30年 1年 ２年 ３年

宮城県最低賃金 710 726 748 772 798 824 825

全地域 1.74 2.57 1.41 1.78 1.73 1.45 1.18

仙台市 1.56 1.52 1.60 0.56 1.48 1.57 0.98
仙台市周辺 1.00 1.57 1.80 3.63 2.20 1.93 2.04

郡部 2.75 4.58 2.54 2.11 1.96 1.07 1.13

710

726

748

772

798

824 825

1.74

2.57

1.41

1.78
1.73

1.45

1.18

1.56 1.52

1.60

0.56

1.48
1.57

0.981.00

1.57
1.80

3.63

2.20

1.93
2.04

2.75

4.58

2.54

2.11

1.96

1.07
1.13

700

750

800

850

900

950

1000

1050

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

９ 未満率の推移

宮城県最低賃金 全地域 仙台市 仙台市周辺 郡部



改
正
・
新
設

・
廃
止
の
別

件
名
・
適
用
業
種
の
範
囲

意
向
表
明

年
月
日

申
出

年
月
日

申
出
者

（
団
体
名
）

ケ
ー
ス

適
用

事
業
場
数

適
用

労
働
者
数
合
意
者
数

合
意
率

備
考

改
正

  
宮
城
県
鉄
鋼
業
最
低
賃
金

  
E
２
２
（
２
２
1
１
、
２
２
５
１
、
２
２
５
２
、

  
２
２
９
、
２
２
０
を
除
く
）
、
L
７
２
８
２

R
3
.7
.1
2

基
幹
労
連

　
宮
城
県
本
部

　
委
員
長
　
青
田
 浩
一

労
働
協
約

1
6

1
,7
8
0

7
5
8

4
2
.6
%

改
正

  
宮
城
県
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・

  
電
子
回
路
、
電
気
機
械
器
具
、

  
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業

  
最
低
賃
金

  
E
２
８
、
２
９
、
３
０
、
L
７
２
８
２

R
3
.7
.1
2

電
機
連
合

　
宮
城
地
方
協
議
会

　
議
長
　
佐
藤
　
斉

Ｊ
Ａ
Ｍ
南
東
北

　
宮
城
県
連
絡
会

　
会
長
　
佐
藤
 俊
晴

2
7
6

1
5
,6
2
3

7
,4
6
0

4
7
.8
%

改
正

  
宮
城
県
自
動
車
小
売
業

  
最
低
賃
金

  
Ｉ５
９
１
（
５
９
１
４
を
除
く
）
、
Ｉ５
９
０
、

  
Ｌ
７
２
８
２

R
3
.7
.1
2
自
動
車
総
連
宮
城
地
方

協
議
会

 議
長
　
伊
藤
　
貢

9
5
7

8
,3
2
0

4
,2
9
6

5
1
.6
%

令
和
３
年
７
月
１
２
日
現
在

公
正
競
争

令
和
３
年
度
　
宮
城
県
特
定
最
低
賃
金
改
正
の
申
出
状
況

R
3
.3
.9

satoukz
フリーテキスト
　資料　４



















 
 
 

宮城県特定最低賃金適用事業場数及び適用労働者数 

 

 

 

 適用事業場数 適用労働者数 

鉄 鋼 業 
16 

（19） 

1,780 

（1,987） 

電子部品･デバイス･電子回路､

電気機械器具､情報通信機械器

具製造業 

276 

（365） 

15,623 

（14,694） 

自動車小売業 
957 

（1,638） 

8,320 

（12,021） 

産業別最低賃金合計 
1,249 

（2,022） 

25,723 

（28,702） 

 

  ※ 令和２年 12 月 1 日現在の集計数である。 

  ※ 平成 28 年経済センサス活動調査を基に推計したものである。 

  ※ カッコ内は前年の数字である。 

 

 

 

資料３ 
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1　最低賃金審議会　本審 宮　城　労　働　局
第　１　回 第２回 第３回 第４回

２．７．３（公開） ２．７．２９（公開） ２．８．２０（公開） ３．３．25(公開）

　諮問　　　　２．７．３ 第　１　回 第２回 第３回 第４回

　答申　　　　２．８．３ ２．７．２９ ２．７．３０ ２．７．３１ ２．８．３

　時間額　　　８２５円

　引上げ額　　

　　　　時間額　　１円

　官報公示　　２．８．３１

　発効日　　 　２．１０．１
（指定日）

　適用使用者数　７３，０１８事業場

　適用労働者数　９０９，９００名

　諮問　　（２．８．２０） 第　１　回 第２回 第３回

　答申　　（２．１０．９） ２．１０．６ ２．１０．７ ２．１０．９

　時間額　　　９２５円　　　　 　適用使用者数　　　１９事業場

　引上げ額　 　適用労働者数　　　１，９８７名

　　　　時間額　　２円

　官報公示　２．１１．１０　

　発効日　　 ２．１２．１５ 　　

（指定日）

　　　　　　　

　諮問　　（２．８．２０） 第１回 第２回 第３回 第４回

　答申　  （２．１０．２２）　　　　 ２．１０．２ ２．１０．５ ２．１０．８ ２．１０．２２

　時間額　　　８６４円　　　　　　　　 　適用使用者数　　３６５事業場

　引上げ額 　 　適用労働者数　　１４，６９４名

　　　　時間額　　２円

　官報公示　２．１１．２０　

　発効日　   ２．１２．２０

　　　　　　　

　諮問　　（２．８．２０） 第　１　回 第２回 第３回 第４回

　答申　　（２．１０．２３） ２．１０．１ ２．１０．５ ２．１０．１２ ２．１０．２３

　時間額　　　８９１円 　適用使用者数　１，６３８事業場

　引上げ額 　適用労働者数　１２，０２１名

　　　　時間額　　１円

　官報公示　２．１１．２４　

　発効日　 　２．１２．２４

　　　　　　　

①　金額審議
②　合意　全会一致　答申

自
動
車
小
売
業

①　部会長等の選出（部会長赤石委員・部会
長代理内藤委員）
②　専門部会運営規程について
③　専門部会の公開について
④　意見聴取の取り扱いについて
⑤　賃金実態調査結果報告について
⑥　労使の基本的主張について
⑦　金額審議

①　金額審議 ①　金額審議

3　特定最低賃金専門部会

鉄
　
鋼
　
業

①　部会長等の選出（部会長工藤委員・部会
長代理北川委員）
②　専門部会運営規程について
③　専門部会の公開について
④　意見聴取の取り扱いについて
⑤　賃金実態調査結果報告について
⑥　労使の基本的主張について

①　金額審議 ①　金額審議
②　合意　全会一致　答申

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・

電
子
回
路

、
電
気
機
械
器
具

、

情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業

①　部会長等の選出（部会長北川委員・部会
長代理鈴田委員）
②　専門部会運営規程について
③　専門部会の公開について
④　意見聴取の取り扱いについて
⑤　賃金実態調査結果報告について
⑥　労使の基本的主張について
⑦　金額審議

①　金額審議 ①　金額審議

2　地域別最低賃金専門部会

県
　
最
　
賃

①　部会長等の選出（部会長赤石委員・部会
長代理工藤委員）
②　宮城地方最低賃金審議会専門部会運営
規程について
③　宮城県最低賃金専門部会の公開について
④　賃金改定状況調査結果説明
⑤　宮城県最低賃金の改定審議資料説明
⑥　令和２年賃金実態調査結果説明
⑦　金額審議

①　金額審議 ①　金額審議

①　金額審議
②　合意　全会一致　答申

①　金額審議
②　合意　全会一致　答申

令和２年度　最低賃金審議状況一覧表（地域・特定最賃決定までの経過）

審議会等回数

　　件　　名

本　　審　　議　　会

①　会長等選出（会長赤石委員・会長代理工
藤委員）
②　宮城県最低賃金の改正決定の諮問
③　最賃審議会令6条5項の取り扱いについて
④　最低賃金専門部会の設置及び廃止につい
て
⑤　令和２年度特定最低賃金の審議状況につ
いて
⑥　特定最低賃金の改正等に係る申出の意向
表明状況について
⑦　特定最低賃金必要性の有無の審議につい
て
⑧　令和２年度最低賃金の周知に係る取組状
況について
⑨　最低賃金の引上げに向けた中小企業への
支援事業に係る取組状況について
⑩　審議にあたっての資料説明

①　令和２年度地域別最低賃金額改定の目安
の伝達
②　令和２年度宮城県最低賃金の審議に臨む
労使委員の基本的主張
③　最賃法第25条に係る関係者からの意見聴
取（全労協、県労連から1名ずつ聴取）
④　宮城県特定最低賃金の適用労働者数等に
ついて
⑤　宮城県特定最低賃金改正決定の必要性
の有無について（諮問）

①　審議会意見に対する異議申出について
諮問→棄却答申
②　特定最低賃金の改正決定の必要性の
有無について資料説明
③　同答申（３業種とも必要性あり）
④　特定最低賃金改正決定の諮問

①　特定最低賃金の審議状況について
②　最低賃金の周知に係る取組状況について
③　令和３年度 宮城県特定最低賃金の改正
等に係る申出の意向表明状況について
④　最低賃金引上げに向けた中小企業への支
援事業に係る取組状況について
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報道関係者 各位 

 

 

 

 

令和３年度宮城県最低賃金の改正答申について 

～２８円引上げ（引上げ率３.３９％）～ 
  

  宮城地方最低賃金審議会（会長 工藤
く ど う

 農
あつし

）は、本年６月 29 日、宮城

労働局長毛利 正から「宮城県最低賃金の改正決定について」の諮問を受け、

宮城県最低賃金専門部会を設置し調査審議を重ねてきましたが、同審議会は、

８月５日に結論をまとめ、宮城労働局長に対し「時間額８５３円」に改正す

ることが適当である旨の答申を行いました。 

今後は、この答申を受け、異議申出の公示などの諸手続きを経て、宮城県

最低賃金が決定されることとなります。（発効予定日―10 月１日） 

 

 

≪参考≫ 

 令和２年度は、７月５日諮問、８月５日答申、10 月 1 日発効。 

≪参考資料≫ 

○ 宮城県最低賃金の推移（表、グラフ） 

  

令和３年８月５日 
宮城労働局労働基準部賃金室 
 賃 金 室 長 佐藤 一司 
 地方賃金指導官 小嶋 秀樹 
電話 022（299）8841 

宮 城 労 働 局 
Miyagi Labour Bureau 

Press Release 
ひと、くらし、みらいのために 

https://jsite.mhlw.go.jp/miyagi-roudoukyoku/ 

https://jsite.mhlw.go.jp/miyagi-roudoukyoku/


年度 日額（円） 時間額（円） 引上額（円） 引上率（％） 発効年月日

H９ 4,721 591 10 2.34 10月1日

H10 4,811 602 11 1.91 10月1日

H11 4,856 607 5 0.94 10月1日

H12 4,897 613 6 0.84 10月1日

H13 4,932 617 4 0.71 10月1日

H14 617 0 － 10月2日

H15 617 0 －

H16 619 2 0.32 10月1日

H17 623 4 0.65 10月1日

H18 628 5 0.80 10月1日

H19 639 11 1.75 10月20日

H20 653 14 2.19 10月24日

H21 662 9 1.38 10月24日

H22 674 12 1.81 10月24日

H23 675 1 0.15 10月29日

H24 685 10 1.48 10月19日

H25 696 11 1.61 10月31日

H26 710 14 2.01 10月16日

H27 726 16 2.25 10月3日

H28 748 22 3.03 10月5日

H29 772 24 3.21 10月1日

H30 798 26 3.37 10月1日

R1 824 26 3.26 10月1日

R2 825 1 0.12 10月1日

R3 853 28 3.39 10月1日
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本報告は、本日開催の支店長会議に向けて収集された情報 

をもとに、支店等地域経済担当部署からの報告を集約した   

ものである。 

 

公表時間 
7 月 5 日(月) 14 時 00 分 

hasegawayshr
フリーテキスト
【抜　粋】



地  域  経  済  報  告 
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目 次 

Ⅰ. 各地域の景気判断の概要 

Ⅱ. 地域別金融経済概況 

 北海道 

 東北 

 北陸 

 関東甲信越 

 東海 

 近畿 

 中国 

 四国 

 九州・沖縄 

参考計表 

日本銀行各支店等のホームページアドレス 

･･･１ 

･･･６ 

･･･７ 

･･･11 

･･･15 

･･･19 

･･･23 

･･･27 

･･･31 

･･･35 

･･･39 

･･･最終頁 

＜地域区分＞ 

地域名 都道府県 取りまとめ店 

北海道 北海道 札幌支店 
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 本稿の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合は、予め日本銀行調査統計局までご相談く

ださい。転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。 
 

【照会先】 調査統計局 地域経済調査課 足立(Tel．03-3277-1357） 
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Ⅰ．各地域の景気判断の概要 

（１）各地域の景気の総括判断 

各地域の景気の総括判断をみると、「持ち直しのペースが鈍化している」とする地域があ

るなど感染症の影響から引き続き厳しい状態にあるが、多くの地域では「基調としては持ち

直している」または「持ち直しつつある」などとしている。 

▽各地域の景気の総括判断と前回との比較 

 【２１/４月判断】 
前回と

の比較 
【２１/７月判断】 

北海道 

新型コロナウイルス感染症の影響から引

き続き厳しい状態にあり、横ばい圏内の

動きとなっている 
 

新型コロナウイルス感染症の影響から引

き続き厳しい状態にあり、横ばい圏内の

動きとなっている 

東北 

基調としては持ち直しているが、足もと

はサービス消費を中心に新型コロナウイ

ルス感染症再拡大の影響が強まっている

とみられる 
 

サービス消費を中心に引き続き厳しい状

態にあるが、基調としては持ち直してい

る 

北陸 厳しい状態にあるが、持ち直しつつある 
 

一部に下押し圧力が続いているが、総じ

てみると持ち直している 

関東甲信越 

サービス消費を中心に引き続き厳しい状

態にあるが、基調としては持ち直してい

る 
 

サービス消費を中心に引き続き厳しい状

態にあるが、基調としては持ち直してい

る 

東海 
厳しい状態が続く中でも、持ち直してい

る  

厳しい状態が続く中でも、持ち直してい

る 

近畿 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

依然として厳しい状態にあるが、全体とし

て持ち直している。もっとも、まん延防止

等重点措置が実施されるもとで、サービス

消費への下押し圧力は強い状態にある 

 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、サービス消費などへの下押し圧力は

一部残るものの、全体として持ち直して

いる 

中国 

新型コロナウイルス感染症の影響から、

依然として厳しい状態にあるが、持ち直

しの動きが続いている 
 

持ち直しのペースが鈍化している 

四国 

新型コロナウイルス感染症の影響から一

部に弱い動きもみられるが、全体として

は持ち直しの動きが続いている 
 

新型コロナウイルス感染症の影響から、

持ち直しのペースが鈍化している 

九州・沖縄 
厳しい状態にあるものの、輸出・生産を

中心に持ち直しつつある  

厳しい状態にあるものの、輸出・生産を

中心に持ち直しつつある 

（注）前回との比較の「  」、「  」は、前回判断に比較して景気の改善度合いまたは悪化度合いが
変化したことを示す（例えば、改善度合いの強まりまたは悪化度合いの弱まりは、「  」）。 
なお、前回に比較し景気の改善・悪化度合いが変化しなかった場合は、「  」となる。 
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（２）各地域の需要項目等別の判断 

公共投資 設備投資 個人消費

北海道

高水準で推移している 下げ止まっている 引き続き低い水準となっており、
横ばい圏内の動きとなっている

東北

震災復旧・復興関連工事を中心
に、緩やかに増加している

増加している 財消費が総じてみれば堅調である
一方、サービス消費は引き続き厳
しい状態にあり、持ち直しの動き
が一服している

北陸

弱めの動きとなっているが、出来
高、請負金額ともに高水準を維持
している

持ち直しつつある 一部に下押し圧力が続いており、
持ち直しのペースが鈍化している

関東
甲信越

高水準で推移している 全体として持ち直している 感染症の影響からサービス消費を
中心に下押し圧力の強い状態が続
いている

東海

高めの水準で推移している 横ばい圏内となっている 全体としては持ち直し傾向にある
が、飲食・宿泊サービス等で下押
し圧力の強い状態にある

近畿

増加している 増加している まん延防止等重点措置が実施され
るもとで、サービス消費への強い
下押し圧力は残るものの、持ち直
し基調にある

中国

平成30年７月豪雨の復旧・復興需
要がみられる中で、高水準で推移
している

下げ止まっている サービス消費を中心に下押し圧力
が強まっており、持ち直しが一服
している

四国

増加している 増加している 持ち直しの動きが一服している

九州・
沖縄

高水準で推移している 持ち直しの動きがみられる 持ち直しの動きが一服している
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住宅投資 生産 雇用・所得

緩やかに持ち直している 持ち直している 雇用・所得情勢をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱めの動き
がみられている

北海道

貸家を中心に減少している 増加傾向にある 雇用・所得環境をみると、弱い動
きが続いている

東北

減少している 持ち直している 雇用・所得環境は、弱い動きと
なっている

北陸

横ばい圏内の動きとなっている 増加を続けている 雇用・所得情勢は、弱い動きが続
いている

関東
甲信越

下げ止まっている 増加基調にある 雇用・所得情勢には、弱い動きが
みられている

東海

下げ止まっている 緩やかな増加を続けている 雇用・所得環境をみると、弱い動
きが続いている

近畿

下げ止まっている 持ち直しのペースが鈍化している 雇用・所得環境をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱い動きが
みられている

中国

横ばい圏内の動きとなっている 緩やかに持ち直している 雇用・所得情勢をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱い動きと
なっている

四国

持ち直しの動きがみられている 持ち直している 雇用・所得情勢をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱い動きと
なっている

九州・
沖縄
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東北地域の金融経済概況 

【全体感】 

東北地域の景気は、サービス消費を中心に引き続き厳しい状態にあるが、基調

としては持ち直している。 

最終需要の動向をみると、公共投資は、緩やかに増加している。設備投資は、増

加している。個人消費は、持ち直しの動きが一服している。住宅投資は、減少して

いる。この間、生産は、増加傾向にある。雇用・所得環境をみると、弱い動きが続

いている。消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。こうした中、企

業の業況感は、製造業を中心に緩やかに改善している。 

【各 論】 

１．需要項目別動向 

公共投資は、震災復旧・復興関連工事を中心に、緩やかに増加している。 

設備投資は、増加している。 

６月短観（東北地区）における 2021 年度の設備投資をみると、一部に案件一巡

から減少計画となっている先がみられるが、2020 年度に計画されていた投資の後

ずれや新型コロナウイルス感染症の影響で先送りされた案件の再開に加え、需要

増加を見込んだ能力増強投資などがみられることから、全体では増加する計画と

なっている。 

個人消費については、財消費が総じてみれば堅調である一方、サービス消費は

引き続き厳しい状態にあり、持ち直しの動きが一服している。 

主要小売業販売額をみると、百貨店やコンビニエンスストアは落ち込んだ状態

が続いている一方、スーパーやドラッグストア、ホームセンターは堅調に推移し

ている。耐久消費財のうち、家電販売額は増加している。乗用車の販売地合いは、

新型車投入効果などから持ち直し基調にあるが、新車登録台数には供給制約の影

響が引き続きみられている。 

この間、サービス消費は、新型コロナウイルス感染症の影響から飲食・宿泊を

中心に引き続き厳しい状態にある。 

住宅投資は、貸家を中心に減少している。 
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２．生産 

生産（鉱工業生産）は、増加傾向にある。 

主要業種別にみると、生産用機械等は増加傾向にある。電子部品・デバイスも、

車載・スマホ向けを中心に緩やかに増加している。輸送機械は、新型車の販売好

調などを受けて底堅く推移しているが、先行きについては、半導体不足に伴う供

給制約の強まりが懸念される。この間、食料品は、低調な動きとなっている。 

３．雇用・所得動向 

雇用・所得環境をみると、弱い動きが続いている。 

労働需給は、求人、求職とも弱めの動きとなっている。この間、雇用者所得は、

前年並みとなっている。 

４．物価 

消費者物価（除く生鮮食品）は、エネルギー価格の上昇などから、前年を上回っ

ている。 

５．企業倒産 

企業倒産は、低水準で推移している。 

６．金融情勢 

預金動向をみると、個人・法人を中心に全体では前年を上回っている。 

貸出動向をみると、個人向け、法人向けの増加を背景に全体でも前年を上回っ

ている。この間、貸出金利は、緩やかながらも低下している。 
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東北地域の金融経済概況（続） 

【企業等の主な声】 
―（）内は報告のあった支店等名、[]内はヒアリング先企業等の業種名、＜＞内は同趣旨の報告のあった支店等名。  

項目名 企業等から聞かれた主な声 

公共 

投資 

・2021 年度の当初予算には、ダム工事など国土強靱化関連工事に加え、秋田港アク

セス道路の整備事業など大規模な案件が複数計上されており、引き続き高水準と

なっている（秋田＜青森＞）。 

・復興庁や地方公共団体の予算は、東日本大震災からの復興関連予算を中心に前年

度から減少している。もっとも、前年度分の繰越等により手持ち工事高は相応に

多いため、今のところ、公共工事出来高は緩やかな増加を続けている（仙台）。 

設備 

投資 

・世界的な半導体需要の高まりを受けた受注の増加から、半導体製造装置向け部品

の製造ラインの増設を進めている（福島[生産用機械]＜仙台＞）。 

・脱炭素社会の実現に向け、自動車の電動化の流れは今後さらに加速するとみてお

り、関連部品の製造ラインを倍増する方針である（仙台[自動車部品]）。 

・スマホや自動車向けの好調が続く中で、人手不足感が強まっているため、人手の

かかっている後工程の自動化投資を実施予定（青森[電子部品・デバイス]）。 

・シェア拡大を企図し新規出店を行う中、生鮮食品等の加工拠点を集約しつつ、処

理能力を高めるため、加工センターの増築を検討（秋田[スーパー]）。 

・お土産需要の先行きが不透明な中、キャッシュアウトを抑制するため、店舗改装

等を見送っている。資金力のある競合他社は、アフターコロナに向けた投資を

行っていると聞くため、差が拡大してしまうことを懸念している（仙台[食料

品]）。 

・ワクチンが普及するまでは観光需要は落ち込んだままとみているため、レンタカ

ーの新車調達は抑制し、保有台数を例年比約▲１割削減している（秋田[物品賃

貸]）。 

個人 

消費等 

・買い替え時期の到来したテレビや大容量・高機能な白物家電の販売が好調に推移

しており、売上は感染症拡大前の水準を大きく上回る状況が続いている（仙台[家

電販売]）。 

・コロナ禍における外出自粛ムードが継続する中、中食・調理需要は依然として根

強く、売上は感染症拡大前の水準を上回って推移している（福島[スーパー]＜仙

台＞）。 

・新型コロナウイルス感染症により外食や旅行等への支出が減少した分を日常の

消費へ振り向けており、母の日などのイベント時には、胡蝶蘭など高価格帯の商

品が良く売れている（秋田[スーパー]＜青森＞）。 

・車載向け半導体不足の影響から一部車種の販売に遅れが生じているものの、受注

は底堅い状況が続いており、乗用車の販売地合いは持ち直し基調を維持している

（仙台[自動車販売]）。 

・2021 年入り後の売上は、新型コロナウイルスの感染状況や公衆衛生上の措置等

のもとで時期による振れはあるものの、感染症拡大前比▲３～４割減で推移して

いる。デリバリーやテイクアウトに取り組んでいるが、競合が多く、売上の下支

え効果は限定的なものにとどまっている（仙台[飲食]）。 

・感染症への警戒感は高く、高齢者の来店客数の減少が続いている。特に夕方以降、

見切り品を求めて食料品フロアに集中していた姿は、感染症が再拡大した４月以 
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個人 

消費等 

降、ほとんどみられなくなった（仙台[百貨店]）。 

・「青森ねぶた祭」期間中の宿泊施設は予約でほぼ満室になっていたが、祭りの２

年連続の中止が決まり、ツアー予約は全てキャンセルとなったほか、個人客から

のキャンセルも相次いでいる（青森[宿泊]＜秋田＞）。 

・外出自粛ムードの継続から、県外客、県内客ともに厳しい状態が続いている。もっ

とも、高齢者のワクチン接種が開始されて以降、高齢者のツアー客の予約が多少

みられ始めている（福島[宿泊]）。 

住宅 

投資 

・持ち家の需要は底堅いものの、先行きはウッドショックにより、納期の遅延や住

宅価格の上昇が深刻化し、販売に陰りが出るのではないかと懸念している（秋田

＜青森、仙台、福島＞）。 

・比較的低価格な分譲戸建て住宅への引き合いは引き続き強いが、足もと、好条件

のまとまった用地の不足感が強く、供給制約となっている（福島＜仙台＞）。 

・コロナ禍の影響により、今春は県外から県内の大学に入学する学生が減ったこと

もあってか、アパートの空室が目立っている。こうした状況を受けて、今後は、

アパートの建主が投資スタンスをより一層慎重化させる可能性がある（青森）。 

生産 

・半導体部品の受注は世界的なデジタル関連需要の増加からデータセンター・スマ

ホ・車載向けが好調であり、既往最高の生産水準にある（福島[電子部品・デバ

イス]）。 

・国内外向けの半導体製造装置関連の受注が積み上がっており、当面は高水準の生

産が継続する見通し（仙台[生産用機械]）。 

・半導体不足による自動車メーカーの減産を受けて、受注が計画比▲３割程度減少

している。７月以降の回復を見込んでいるが、依然として不透明感は強い（秋田

[輸送用機械]）。 

・コロナ禍の影響によりテレワークが浸透する中で、従来から始まっていたペーパ

ーレス化の流れに拍車がかかり、印刷用紙需要の縮小が想定よりも早く進んでい

る（青森[紙・パルプ]）。 

雇用 

・ 

所得 

・自動車や半導体関連の需要好調から、特に製造業経験者は引き合いが強い状況と

なっている。当社でも自動車部品の増産に向けて採用を増やしているが、他社と

の競合から苦戦している（仙台[輸送用機械]）。 

・半導体メーカーの増産に伴う受注増に加え、スマホ・自動車・５Ｇ向け部品の好

調を受け、工場の人手不足感が強まっている。なお、足もとの受注増は、一時的

な在庫積み増しの側面があるとみて、正社員ではなく派遣社員の募集を増やして

対応している（青森[電子部品・デバイス]）。 

・慢性的に若い世代の人手が不足していたが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、昨年末頃から他業種の離職者からの応募が増加しているため、以前と比べ

て採用が行いやすくなっている（秋田[運輸]）。 

・コロナ禍における業績悪化から正社員等の新規採用は見送っているが、雇用調整

助成金を活用することで、既存の従業員の雇用は維持している（福島[宿泊]）。 

・コロナ禍における旅行需要の低迷が続く中、2020 年度に引き続き、夏季賞与の支

給を見送った（福島[宿泊]）。 

・賞与の支給を見送り、役員報酬も減額するなどキャッシュアウトを抑制している

が、業績がさらに悪化した場合、正社員の削減に着手せざるを得ない（仙台[飲

食]）。 
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（図表  １２） 消費者物価指数（除く生鮮食品）
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（図表  １５） 国内銀行　預金残高

国内銀行　貸出残高

（　参　考　） 地域割り一覧表

（利用上の留意事項）　

１.　 ]計数は 6月30日 時点。
ただし、（図表14）地域別業況判断ＤＩは、2021年6月短観の結果を反映。

２.　 ]季節調整替え等により、遡及訂正することがあります。

３.　 ]単位未満の数字のみの場合には、マイナス符号は表示されません。

４.　 ]最終ページに地域割りを掲載しています。
　　なお、北陸4県は新潟県を含むベース。

参考計表



（図表　１）

（１）店舗調整後
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 0.4 ▲ 1.7 0.4 ▲ 0.4 0.4 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.5
2019年 ▲ 0.8 ▲ 1.6 ▲ 1.3 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 1.3 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 1.3
2020年 ▲ 4.5 ▲ 1.5 ▲ 3.3 ▲ 6.5 ▲ 3.2 ▲ 11.2 ▲ 4.0 ▲ 3.4 ▲ 8.5 ▲ 6.6

2019/4Q ▲ 3.8 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 3.8 ▲ 3.0 ▲ 4.8 ▲ 4.5 ▲ 5.7 ▲ 5.5 ▲ 4.1
2020/1Q ▲ 4.6 ▲ 1.3 ▲ 3.2 ▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 7.2 ▲ 2.4 ▲ 2.6 ▲ 5.7 ▲ 4.0

2Q ▲ 7.7 ▲ 3.3 ▲ 8.2 ▲ 14.5 ▲ 8.0 ▲ 21.4 ▲ 10.4 ▲ 9.3 ▲ 18.2 ▲ 14.0
3Q ▲ 4.3 ▲ 3.1 ▲ 4.0 ▲ 7.1 ▲ 4.3 ▲ 11.2 ▲ 4.7 ▲ 2.6 ▲ 9.9 ▲ 7.2
4Q ▲ 1.5 1.6 1.7 ▲ 1.6 1.1 ▲ 5.4 1.0 0.6 ▲ 1.1 ▲ 1.6

2021/1Q ▲ 1.8 ▲ 1.7 ▲ 1.0 ▲ 3.3 ▲ 1.1 ▲ 3.6 ▲ 2.0 ▲ 2.9 ▲ 3.9 ▲ 2.9
2020/ 4 ▲ 12.0 ▲ 7.7 ▲ 14.1 ▲ 22.7 ▲ 15.4 ▲ 31.3 ▲ 17.9 ▲ 17.2 ▲ 30.3 ▲ 22.2

5 ▲ 10.6 ▲ 3.3 ▲ 13.0 ▲ 17.8 ▲ 9.0 ▲ 25.3 ▲ 12.8 ▲ 11.0 ▲ 20.3 ▲ 16.8
6 ▲ 0.5 0.9 2.2 ▲ 3.7 0.1 ▲ 8.0 ▲ 0.9 ▲ 0.1 ▲ 4.3 ▲ 3.4
7 ▲ 1.1 ▲ 0.7 ▲ 1.0 ▲ 4.7 0.0 ▲ 7.9 ▲ 0.9 0.1 ▲ 6.0 ▲ 4.2
8 ▲ 2.2 ▲ 1.2 ▲ 3.2 ▲ 2.2 ▲ 0.5 ▲ 6.8 ▲ 2.2 0.7 ▲ 6.9 ▲ 3.2
9 ▲ 9.6 ▲ 7.7 ▲ 7.8 ▲ 13.9 ▲ 12.0 ▲ 18.5 ▲ 11.0 ▲ 8.6 ▲ 16.8 ▲ 13.9

10 3.0 4.9 4.4 3.4 5.3 ▲ 1.0 6.0 3.7 3.0 2.9
11 ▲ 3.0 0.8 0.0 ▲ 3.8 ▲ 0.9 ▲ 7.0 0.3 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 3.4
12 ▲ 3.5 ▲ 0.3 1.1 ▲ 3.4 ▲ 0.4 ▲ 7.2 ▲ 2.1 ▲ 1.0 ▲ 2.9 ▲ 3.4

2021/ 1 ▲ 6.4 ▲ 2.0 ▲ 2.3 ▲ 7.2 ▲ 3.8 ▲ 10.9 ▲ 4.2 ▲ 4.5 ▲ 10.5 ▲ 7.2
2 ▲ 3.1 ▲ 3.4 ▲ 2.7 ▲ 5.2 ▲ 3.8 ▲ 4.6 ▲ 4.3 ▲ 5.4 ▲ 6.6 ▲ 4.8
3 4.1 0.0 2.2 1.9 4.1 5.4 2.4 0.6 5.4 2.9
4 7.9 4.2 12.6 15.5 13.2 21.7 14.6 8.9 26.6 15.5
5 3.5 1.5 n.a. 8.4 n.a. 0.3 5.0 4.5 7.9 5.7

（注） 2021/5月、および2021/4月の北陸、東海の計数は速報値。

（２）店舗調整前
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 0.7 ▲ 0.3 0.4 0.1 1.2 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.6 ▲ 0.4 0.0
2019年 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.3 ▲ 1.1
2020年 ▲ 4.0 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 4.7 ▲ 2.0 ▲ 11.0 ▲ 4.6 ▲ 1.7 ▲ 6.6 ▲ 5.4

2019/4Q ▲ 3.5 ▲ 3.3 ▲ 3.7 ▲ 4.1 ▲ 2.7 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 3.8 ▲ 5.2 ▲ 4.1
2020/1Q ▲ 3.9 ▲ 1.4 ▲ 2.1 ▲ 2.9 ▲ 1.0 ▲ 7.0 ▲ 2.4 ▲ 0.1 ▲ 5.1 ▲ 3.5

2Q ▲ 6.6 ▲ 2.1 ▲ 6.3 ▲ 10.9 ▲ 5.7 ▲ 20.5 ▲ 10.1 ▲ 5.5 ▲ 14.3 ▲ 11.4
3Q ▲ 4.1 ▲ 2.4 ▲ 1.2 ▲ 5.1 ▲ 3.0 ▲ 11.0 ▲ 5.7 ▲ 0.8 ▲ 7.5 ▲ 5.8
4Q ▲ 1.6 1.1 4.9 ▲ 0.5 1.4 ▲ 5.9 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 1.2

2021/1Q ▲ 1.4 ▲ 1.6 1.5 ▲ 1.5 ▲ 0.8 ▲ 4.3 ▲ 2.7 ▲ 4.1 ▲ 3.1 ▲ 2.1
2020/ 4 ▲ 10.4 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 17.7 ▲ 12.6 ▲ 29.9 ▲ 17.2 ▲ 12.3 ▲ 25.7 ▲ 18.8

5 ▲ 9.2 ▲ 1.8 ▲ 10.1 ▲ 13.2 ▲ 5.7 ▲ 23.9 ▲ 12.4 ▲ 6.6 ▲ 15.6 ▲ 13.5
6 ▲ 0.4 1.6 3.4 ▲ 2.2 0.8 ▲ 7.8 ▲ 1.0 2.0 ▲ 1.9 ▲ 2.3
7 ▲ 1.1 0.2 1.1 ▲ 3.1 0.7 ▲ 7.8 ▲ 2.1 2.4 ▲ 4.1 ▲ 3.2
8 ▲ 1.8 0.2 ▲ 1.2 0.6 1.6 ▲ 6.3 ▲ 3.0 4.0 ▲ 3.8 ▲ 1.2
9 ▲ 9.5 ▲ 7.5 ▲ 3.7 ▲ 12.2 ▲ 10.7 ▲ 18.6 ▲ 11.9 ▲ 8.6 ▲ 14.6 ▲ 12.8

10 3.1 4.7 9.1 5.4 6.1 ▲ 1.2 4.8 3.8 4.9 4.0
11 ▲ 2.6 ▲ 0.1 3.4 ▲ 3.0 ▲ 0.7 ▲ 7.5 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 3.2
12 ▲ 4.0 ▲ 0.7 2.9 ▲ 2.7 ▲ 0.4 ▲ 8.0 ▲ 3.4 ▲ 2.4 ▲ 2.2 ▲ 3.3

2021/ 1 ▲ 5.6 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 4.4 ▲ 2.7 ▲ 11.0 ▲ 6.2 ▲ 4.9 ▲ 8.9 ▲ 5.8
2 ▲ 2.4 ▲ 3.3 0.2 ▲ 2.3 ▲ 3.1 ▲ 4.9 ▲ 3.9 ▲ 6.0 ▲ 5.4 ▲ 3.3
3 4.2 ▲ 0.2 4.5 2.3 3.5 4.0 2.3 ▲ 1.6 5.6 2.8
4 7.8 4.1 14.4 16.2 13.3 20.9 14.6 7.5 27.2 15.7
5 3.7 1.6 n.a. 9.0 n.a. 0.0 5.2 3.2 8.8 6.0

（注） 2021/5月、および2021/4月の北陸、東海の計数は速報値。

（資料） 経済産業省「商業動態統計」
　　　 　中部経済産業局「管内商業動態統計（百貨店・スーパー等　販売額）」

百貨店・スーパー販売額



（図表　２）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 1.5 0.4 2.2 1.2 2.4 2.1 0.9 2.6 2.0
2019年 2.0 0.9 1.6 0.9 2.6 2.0 1.1 2.0 1.7
2020年 ▲ 2.9 ▲ 3.7 ▲ 4.6 ▲ 5.1 ▲ 5.5 ▲ 3.6 ▲ 4.2 ▲ 3.4 ▲ 4.4

2019/4Q 2.5 1.4 2.1 0.9 2.6 1.7 1.6 2.7 2.0
2020/1Q ▲ 0.1 ▲ 0.8 0.4 ▲ 1.9 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.3

2Q ▲ 5.5 ▲ 6.6 ▲ 8.2 ▲ 9.3 ▲ 10.8 ▲ 8.3 ▲ 8.5 ▲ 8.1 ▲ 8.5
3Q ▲ 2.7 ▲ 4.7 ▲ 5.7 ▲ 6.9 ▲ 6.8 ▲ 4.9 ▲ 4.7 ▲ 4.5 ▲ 5.6
4Q ▲ 3.1 ▲ 2.5 ▲ 4.6 ▲ 1.8 ▲ 2.6 ▲ 0.5 ▲ 2.9 ▲ 1.0 ▲ 3.2

2021/1Q ▲ 2.2 ▲ 1.7 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 2.4 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 1.3 ▲ 2.8
2020/ 4 ▲ 6.5 ▲ 9.7 ▲ 10.3 ▲ 11.4 ▲ 13.1 ▲ 9.9 ▲ 10.8 ▲ 10.8 ▲ 10.7

5 ▲ 7.2 ▲ 8.3 ▲ 9.3 ▲ 10.0 ▲ 11.5 ▲ 10.0 ▲ 10.1 ▲ 9.6 ▲ 9.6
6 ▲ 2.7 ▲ 1.7 ▲ 5.0 ▲ 6.6 ▲ 7.7 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 4.0 ▲ 5.1
7 ▲ 4.9 ▲ 6.9 ▲ 8.3 ▲ 9.2 ▲ 9.3 ▲ 7.0 ▲ 6.4 ▲ 6.0 ▲ 7.9
8 ▲ 3.8 ▲ 5.6 ▲ 5.2 ▲ 6.8 ▲ 7.0 ▲ 5.2 ▲ 5.3 ▲ 4.9 ▲ 5.6
9 0.8 ▲ 1.5 ▲ 3.3 ▲ 4.8 ▲ 4.1 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 3.1

10 ▲ 3.1 ▲ 2.0 ▲ 5.1 0.7 ▲ 1.6 ▲ 1.2 ▲ 4.9 ▲ 3.5 ▲ 3.3
11 ▲ 2.9 ▲ 2.6 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 1.6 1.8 ▲ 0.5 1.6 ▲ 2.4
12 ▲ 3.3 ▲ 2.9 ▲ 4.5 ▲ 4.0 ▲ 4.6 ▲ 2.0 ▲ 3.1 ▲ 1.0 ▲ 3.8

2021/ 1 ▲ 3.6 ▲ 2.4 ▲ 4.6 ▲ 4.9 ▲ 5.5 ▲ 2.9 ▲ 4.1 ▲ 3.8 ▲ 4.4
2 ▲ 6.7 ▲ 4.8 ▲ 7.7 ▲ 6.4 ▲ 5.9 ▲ 4.9 ▲ 5.2 ▲ 5.3 ▲ 6.6
3 3.5 1.8 1.3 1.4 4.2 4.6 2.6 5.2 2.5
4 4.5 6.1 7.5 6.2 9.1 11.5 7.0 13.5 8.2
5 1.9 2.8 5.3 4.0 5.3 8.5 5.4 7.9 5.3

（注） 2021/5月の計数は速報値。

（資料） 経済産業省「商業動態統計」

コンビニエンスストア販売額



（図表　３）

（１）軽自動車を含む
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 2.2 ▲ 0.8 1.4 ▲ 0.6 0.0 0.9 1.5 0.6 1.2 0.1
2019年 ▲ 2.8 ▲ 1.5 ▲ 3.7 ▲ 2.3 ▲ 1.9 ▲ 0.9 ▲ 4.0 ▲ 0.1 ▲ 1.9 ▲ 2.0
2020年 ▲ 11.9 ▲ 12.1 ▲ 11.9 ▲ 10.6 ▲ 12.1 ▲ 12.6 ▲ 10.1 ▲ 10.7 ▲ 12.1 ▲ 11.5

2019/4Q ▲ 17.8 ▲ 13.6 ▲ 21.0 ▲ 14.8 ▲ 16.1 ▲ 17.4 ▲ 19.3 ▲ 16.7 ▲ 15.0 ▲ 16.0
2020/1Q ▲ 10.1 ▲ 11.3 ▲ 10.4 ▲ 7.7 ▲ 11.6 ▲ 11.9 ▲ 9.2 ▲ 10.1 ▲ 12.4 ▲ 10.1

2Q ▲ 32.0 ▲ 30.2 ▲ 33.7 ▲ 32.7 ▲ 33.9 ▲ 34.1 ▲ 31.9 ▲ 31.8 ▲ 33.6 ▲ 32.9
3Q ▲ 13.5 ▲ 12.8 ▲ 14.4 ▲ 13.3 ▲ 15.1 ▲ 16.4 ▲ 12.9 ▲ 15.4 ▲ 13.5 ▲ 14.1
4Q 17.8 8.8 16.6 13.8 16.1 17.2 18.0 20.9 16.5 15.3

2021/1Q ▲ 0.7 1.6 0.4 3.6 6.2 6.1 4.1 2.4 6.0 4.2
2020/ 4 ▲ 28.9 ▲ 30.5 ▲ 34.1 ▲ 30.0 ▲ 30.8 ▲ 30.5 ▲ 29.8 ▲ 31.4 ▲ 30.9 ▲ 30.4

5 ▲ 44.1 ▲ 44.1 ▲ 46.1 ▲ 45.6 ▲ 47.7 ▲ 48.8 ▲ 47.2 ▲ 48.7 ▲ 48.0 ▲ 46.7
6 ▲ 24.4 ▲ 17.3 ▲ 22.2 ▲ 23.5 ▲ 24.3 ▲ 24.1 ▲ 19.6 ▲ 16.4 ▲ 23.0 ▲ 22.7
7 ▲ 12.3 ▲ 11.7 ▲ 13.6 ▲ 12.1 ▲ 15.1 ▲ 14.9 ▲ 10.0 ▲ 11.7 ▲ 11.5 ▲ 12.8
8 ▲ 9.9 ▲ 12.9 ▲ 15.8 ▲ 15.7 ▲ 15.3 ▲ 16.4 ▲ 13.5 ▲ 14.0 ▲ 12.7 ▲ 14.8
9 ▲ 17.0 ▲ 13.6 ▲ 14.2 ▲ 12.6 ▲ 14.9 ▲ 17.6 ▲ 14.9 ▲ 19.2 ▲ 15.8 ▲ 14.7

10 33.2 27.3 31.7 29.0 33.4 31.9 31.8 33.7 31.0 30.8
11 13.3 ▲ 1.9 9.0 5.5 6.6 7.9 10.3 14.6 7.6 6.7
12 7.5 3.7 10.7 9.2 11.3 14.0 13.8 16.2 12.8 10.8

2021/ 1 1.9 3.4 ▲ 4.6 6.4 12.7 8.9 8.0 6.7 10.2 7.7
2 ▲ 5.7 ▲ 3.6 ▲ 7.7 ▲ 0.3 0.4 2.3 0.2 2.0 1.9 ▲ 0.1
3 1.0 4.2 7.8 4.8 6.5 7.2 4.5 0.0 6.4 5.3
4 14.3 22.1 40.3 35.4 37.9 31.7 30.5 28.3 26.4 31.6
5 41.0 41.4 51.6 51.3 50.7 55.2 48.5 45.1 50.2 50.0

（２）軽自動車を除く
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 3.7 ▲ 1.8 ▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 1.9 ▲ 1.4 ▲ 0.4 ▲ 2.0 ▲ 0.1 ▲ 1.6
2019年 ▲ 2.6 ▲ 1.8 ▲ 4.3 ▲ 3.1 ▲ 3.0 ▲ 0.6 ▲ 3.6 ▲ 1.2 ▲ 2.3 ▲ 2.5
2020年 ▲ 13.3 ▲ 13.5 ▲ 12.6 ▲ 11.8 ▲ 13.1 ▲ 12.5 ▲ 10.0 ▲ 9.9 ▲ 12.5 ▲ 12.2

2019/4Q ▲ 16.6 ▲ 14.9 ▲ 22.7 ▲ 16.2 ▲ 18.1 ▲ 17.7 ▲ 20.8 ▲ 21.1 ▲ 16.2 ▲ 17.3
2020/1Q ▲ 9.6 ▲ 12.1 ▲ 11.6 ▲ 9.0 ▲ 13.1 ▲ 11.6 ▲ 9.3 ▲ 10.9 ▲ 11.2 ▲ 10.7

2Q ▲ 31.2 ▲ 28.4 ▲ 31.3 ▲ 32.2 ▲ 33.9 ▲ 32.3 ▲ 28.5 ▲ 27.6 ▲ 32.4 ▲ 31.8
3Q ▲ 16.9 ▲ 16.8 ▲ 17.9 ▲ 16.6 ▲ 17.5 ▲ 18.6 ▲ 16.5 ▲ 18.5 ▲ 17.1 ▲ 17.2
4Q 13.9 6.5 16.6 13.5 16.2 18.0 19.3 26.6 16.1 15.1

2021/1Q ▲ 4.7 ▲ 1.4 ▲ 1.3 2.1 4.8 5.0 3.4 ▲ 0.4 1.2 2.2
2020/ 4 ▲ 27.5 ▲ 25.3 ▲ 32.2 ▲ 28.2 ▲ 28.6 ▲ 26.7 ▲ 24.2 ▲ 25.5 ▲ 28.1 ▲ 27.5

5 ▲ 38.4 ▲ 37.7 ▲ 37.6 ▲ 41.2 ▲ 44.6 ▲ 44.6 ▲ 39.8 ▲ 40.4 ▲ 42.3 ▲ 41.8
6 ▲ 28.8 ▲ 23.3 ▲ 25.1 ▲ 27.6 ▲ 28.8 ▲ 26.1 ▲ 21.8 ▲ 17.8 ▲ 27.6 ▲ 26.7
7 ▲ 18.9 ▲ 21.3 ▲ 21.8 ▲ 18.3 ▲ 20.5 ▲ 21.0 ▲ 18.7 ▲ 19.2 ▲ 19.8 ▲ 19.6
8 ▲ 9.9 ▲ 12.1 ▲ 18.0 ▲ 17.9 ▲ 16.2 ▲ 16.2 ▲ 14.3 ▲ 14.9 ▲ 15.9 ▲ 16.1
9 ▲ 19.8 ▲ 15.9 ▲ 14.3 ▲ 14.3 ▲ 15.8 ▲ 18.2 ▲ 16.0 ▲ 20.2 ▲ 15.4 ▲ 15.8

10 31.6 29.1 38.2 31.8 37.2 36.0 36.5 46.6 37.8 34.5
11 9.6 ▲ 4.3 8.1 4.9 7.0 8.0 12.5 20.6 7.3 6.4
12 2.2 ▲ 1.5 6.5 7.0 9.0 12.9 11.5 16.2 7.4 8.0

2021/ 1 0.0 0.5 ▲ 3.0 6.1 14.3 11.5 9.2 8.2 8.9 7.9
2 ▲ 11.4 ▲ 6.6 ▲ 11.8 ▲ 2.4 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 1.4 ▲ 2.9 ▲ 4.2 ▲ 2.7
3 ▲ 2.9 0.9 6.0 2.8 3.0 4.7 3.5 ▲ 4.0 0.5 2.4
4 6.5 11.1 35.2 32.2 34.2 28.8 22.3 20.4 16.9 26.3
5 20.4 20.8 30.2 39.2 38.0 40.8 25.3 24.4 27.0 34.1

（注） 1.登録ナンバー・ベース。
2.全国の計数は、日本銀行ホームページの「金融経済統計月報」に掲載している

乗用車新車登録台数とは、ベースが異なるため一致しない。
3.(1)は普通乗用車（日本自動車販売協会連合会調）と小型乗用車（同）、軽乗用車

（全国軽自動車協会連合会調による軽自動車販売台数）の合計。

（資料） 日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」
　　　　 全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車販売」

乗用車新車登録台数



（図表　４）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 ▲ 4.1 ▲ 3.8 ▲ 1.4 ▲ 4.8 3.2 2.6 ▲ 3.8 ▲ 9.7 ▲ 1.2 ▲ 2.3
2019年 ▲ 9.1 ▲ 8.1 5.5 ▲ 4.5 ▲ 1.3 ▲ 3.2 ▲ 0.2 0.7 ▲ 5.8 ▲ 4.0
2020年 ▲ 3.9 ▲ 15.9 ▲ 16.3 ▲ 8.4 ▲ 13.8 ▲ 5.7 ▲ 12.9 ▲ 5.2 ▲ 14.2 ▲ 9.9

2019/4Q ▲ 20.6 ▲ 13.8 ▲ 0.1 ▲ 12.3 ▲ 4.2 ▲ 1.8 ▲ 4.2 ▲ 10.9 ▲ 10.8 ▲ 9.4
2020/1Q ▲ 2.5 ▲ 15.4 ▲ 18.1 ▲ 10.1 ▲ 8.3 ▲ 5.6 ▲ 18.8 ▲ 11.1 ▲ 10.4 ▲ 9.9

2Q ▲ 12.3 ▲ 18.4 ▲ 25.4 ▲ 8.9 ▲ 20.8 ▲ 6.9 ▲ 20.6 ▲ 13.5 ▲ 13.2 ▲ 12.4
3Q 0.1 ▲ 15.8 ▲ 10.7 ▲ 7.0 ▲ 14.2 ▲ 7.4 ▲ 9.2 ▲ 7.2 ▲ 22.3 ▲ 10.1
4Q 1.2 ▲ 13.5 ▲ 10.3 ▲ 7.8 ▲ 11.1 ▲ 2.8 ▲ 3.3 12.0 ▲ 9.9 ▲ 7.0

2021/1Q 8.1 ▲ 4.4 ▲ 9.0 2.6 ▲ 6.6 ▲ 5.7 ▲ 1.7 ▲ 10.6 ▲ 4.3 ▲ 1.6
2020/ 4 ▲ 10.9 ▲ 15.4 ▲ 32.1 ▲ 12.0 10.9 ▲ 15.7 ▲ 24.1 ▲ 9.1 ▲ 21.0 ▲ 12.4

5 ▲ 5.9 ▲ 17.1 ▲ 22.7 ▲ 7.3 ▲ 41.4 ▲ 1.2 ▲ 3.4 ▲ 22.1 ▲ 1.6 ▲ 12.0
6 ▲ 18.4 ▲ 21.9 ▲ 21.2 ▲ 7.1 ▲ 23.6 ▲ 3.0 ▲ 28.7 ▲ 10.0 ▲ 15.6 ▲ 12.8
7 ▲ 16.7 ▲ 16.6 ▲ 14.8 ▲ 6.9 ▲ 10.5 ▲ 8.3 ▲ 15.2 ▲ 2.5 ▲ 25.4 ▲ 11.3
8 17.9 ▲ 15.2 ▲ 3.9 ▲ 6.6 ▲ 17.0 ▲ 9.5 ▲ 7.6 ▲ 2.3 ▲ 19.7 ▲ 9.1
9 0.5 ▲ 15.5 ▲ 12.8 ▲ 7.4 ▲ 15.2 ▲ 4.5 ▲ 4.7 ▲ 16.2 ▲ 21.5 ▲ 9.9

10 3.0 ▲ 13.7 ▲ 21.1 ▲ 10.1 ▲ 8.5 ▲ 2.2 ▲ 15.8 10.9 ▲ 7.4 ▲ 8.3
11 4.6 ▲ 9.5 ▲ 8.9 ▲ 4.2 ▲ 14.7 7.9 17.3 10.5 ▲ 14.6 ▲ 3.7
12 ▲ 4.4 ▲ 17.5 2.4 ▲ 8.8 ▲ 9.9 ▲ 13.2 ▲ 6.8 14.4 ▲ 8.0 ▲ 9.0

2021/ 1 29.3 2.3 ▲ 15.4 3.7 ▲ 13.2 ▲ 10.6 ▲ 5.9 ▲ 10.0 ▲ 10.6 ▲ 3.1
2 ▲ 13.5 ▲ 7.2 ▲ 12.0 ▲ 2.5 ▲ 1.9 ▲ 6.0 4.5 ▲ 7.9 ▲ 3.8 ▲ 3.7
3 12.9 ▲ 6.9 ▲ 2.2 6.1 ▲ 4.4 ▲ 1.3 ▲ 3.5 ▲ 13.2 1.3 1.5
4 17.6 ▲ 0.5 8.2 ▲ 2.4 1.6 31.4 26.3 ▲ 6.0 16.2 7.1
5 10.8 8.3 18.0 11.4 21.8 1.3 20.0 18.4 ▲ 0.2 9.9

（資料） 国土交通省「建築着工統計」

新設住宅着工戸数



 （図表　５）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸4県 関東甲信 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
▲ 5.8 11.6 17.4 ▲ 9.1 13.4 ▲ 6.9 7.1 ▲ 19.6 ▲ 8.1 ▲ 2.7
▲ 6.0 ▲ 25.1 ▲ 11.2 3.6 ▲ 20.4 4.1 ▲ 22.2 1.7 ▲ 7.8 ▲ 6.6

5.5 ▲ 1.3 ▲ 14.2 ▲ 10.7 ▲ 2.7 ▲ 1.4 ▲ 5.4 ▲ 9.1 ▲ 13.7 ▲ 6.9
2019/4Q ▲ 27.2 ▲ 35.2 ▲ 28.3 3.5 ▲ 12.2 3.7 ▲ 26.6 30.2 ▲ 14.0 ▲ 9.6
2020/1Q ▲ 5.5 ▲ 27.6 14.2 5.3 ▲ 22.9 11.6 ▲ 4.9 ▲ 11.2 ▲ 32.3 ▲ 5.6

2Q 37.6 10.2 ▲ 8.1 ▲ 19.7 ▲ 4.9 ▲ 4.8 0.5 ▲ 10.0 ▲ 29.9 ▲ 9.0
3Q ▲ 10.0 ▲ 14.1 ▲ 31.7 ▲ 5.1 ▲ 5.7 ▲ 24.0 3.6 ▲ 8.3 ▲ 21.4 ▲ 12.7
4Q ▲ 25.4 ▲ 2.6 ▲ 1.0 ▲ 24.9 ▲ 7.2 30.5 ▲ 21.1 ▲ 12.0 2.1 ▲ 8.1

2021/1Q 17.5 0.3 ▲ 13.3 9.6 9.5 ▲ 5.5 ▲ 4.4 ▲ 4.9 3.7 3.6
2020/ 4 11.9 7.6 ▲ 13.7 ▲ 5.3 5.3 ▲ 21.3 ▲ 27.3 15.4 ▲ 44.2 ▲ 9.5

5 97.9 49.8 ▲ 10.7 ▲ 18.5 ▲ 5.9 45.9 41.7 ▲ 26.9 ▲ 6.6 4.4
6 24.1 ▲ 13.6 ▲ 0.1 ▲ 33.7 ▲ 12.3 ▲ 24.6 4.9 ▲ 20.3 ▲ 36.5 ▲ 20.1
7 11.0 ▲ 30.0 ▲ 46.1 ▲ 23.9 ▲ 13.6 ▲ 48.3 35.6 ▲ 19.8 ▲ 30.5 ▲ 25.8
8 ▲ 28.3 ▲ 3.9 ▲ 0.5 ▲ 10.4 2.0 0.5 ▲ 29.2 3.7 ▲ 25.7 ▲ 9.9
9 ▲ 27.1 ▲ 9.1 ▲ 37.1 33.1 ▲ 2.0 ▲ 7.7 4.1 ▲ 0.5 ▲ 6.6 2.2

10 ▲ 37.7 ▲ 10.4 ▲ 4.1 15.8 ▲ 22.9 11.5 ▲ 12.6 ▲ 24.2 ▲ 14.0 ▲ 2.8
11 ▲ 35.2 7.2 ▲ 4.7 ▲ 34.8 16.5 32.5 ▲ 29.2 ▲ 25.9 44.9 ▲ 7.7
12 30.2 ▲ 2.8 7.4 ▲ 42.0 ▲ 8.9 45.2 ▲ 22.2 15.0 ▲ 17.6 ▲ 13.2

2021/ 1 238.5 ▲ 16.4 12.7 76.8 ▲ 21.2 ▲ 39.6 ▲ 32.4 1.5 3.5 13.4
2 ▲ 21.7 ▲ 0.6 76.4 ▲ 26.4 24.8 ▲ 12.9 ▲ 24.4 ▲ 5.0 16.1 ▲ 9.2
3 ▲ 15.6 10.1 ▲ 52.7 10.4 21.8 43.0 48.2 ▲ 10.5 ▲ 7.5 8.7
4 ▲ 60.7 ▲ 10.8 ▲ 3.9 17.2 1.2 ▲ 4.3 ▲ 13.3 ▲ 50.6 77.3 3.3
5 ▲ 20.7 ▲ 39.7 30.4 41.0 ▲ 31.6 0.8 33.5 52.8 ▲ 10.7 5.1

（資料） 国土交通省「建築着工統計」

(前年比、％）
北海道 東北 北陸 北関東甲信 首都圏 東海 関西 中国 四国 九州 全国

10.1 ▲ 2.9 3.2 ▲ 6.9 6.5 ▲ 6.5 ▲ 3.8 5.5 2.5 9.8 2.0
製  造 36.5 1.9 ▲ 9.9 ▲ 5.9 9.3 ▲ 3.6 12.1 9.4 0.4 1.6 1.3
非製造 3.9 ▲ 5.0 11.8 ▲ 9.7 5.8 ▲ 13.2 ▲ 11.7 ▲ 0.8 5.1 15.7 2.4

▲ 18.3 1.6 ▲ 4.5 28.0 3.3 2.7 0.2 9.9 8.2 ▲ 1.8 2.4
製  造 8.6 7.3 ▲ 13.2 9.0 25.2 ▲ 0.5 0.5 1.6 11.8 13.1 6.4
非製造 ▲ 26.7 ▲ 7.1 24.3 101.6 ▲ 3.0 17.5 0.0 32.2 0.8 ▲ 10.6 ▲ 0.1

（注）  2020年度の計数は計画値。

（資料） 日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」

(件）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2017年 26 101 37 306 208 145 51 55 106 1,035
2018年 24 104 42 363 220 171 57 37 124 1,142
2019年 21 100 47 287 239 155 50 40 84 1,023
2020年 21 76 29 262 185 120 35 37 61 826

（注） 1.2020年の計数は速報値。
2.工場立地動向調査では、製造業、電気業（太陽光発電所等を除く）、ガス業、

熱供給業の用に供する工場などを建設する目的で、1千㎡以上の用地を取得した
事業所を調査対象としている。

（資料） 経済産業省「工場立地動向調査」

2020年度

工場立地件数

民間非居住用建築物着工床面積

2018年度
2019年度
2020年度

地域別設備投資額

2019年度



（図表　６）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
▲ 2.9 ▲ 2.7 13.8 1.5 9.3 ▲ 1.1 9.6 0.9 ▲ 3.0 1.1

11.5 ▲ 3.0 16.9 1.4 13.4 17.9 18.9 16.2 5.8 6.8
2.7 12.5 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.9 6.2 ▲ 4.6 ▲ 1.0 2.6 2.3

2019/4Q 11.1 6.3 2.9 ▲ 12.1 2.3 39.6 11.5 17.7 10.7 4.4
2020/1Q ▲ 4.0 ▲ 3.3 4.4 4.7 21.2 24.6 3.7 ▲ 0.1 17.3 7.1

2Q 11.0 9.3 8.1 ▲ 5.5 ▲ 4.9 18.0 ▲ 0.1 ▲ 3.8 12.7 3.4
3Q ▲ 7.6 24.5 ▲ 7.8 5.2 4.4 19.3 2.9 14.0 1.8 7.5
4Q ▲ 11.6 16.2 ▲ 8.9 1.7 ▲ 7.5 ▲ 13.0 ▲ 16.5 ▲ 15.3 ▲ 7.7 ▲ 3.4

2021/1Q 4.2 ▲ 1.4 ▲ 5.1 ▲ 1.3 0.7 ▲ 2.4 ▲ 8.0 ▲ 2.4 1.8 ▲ 1.1
2020/ 4 33.7 16.9 4.5 ▲ 15.4 ▲ 23.5 45.0 20.1 3.0 4.9 3.2

5 ▲ 15.7 ▲ 2.3 ▲ 7.2 ▲ 12.1 26.7 ▲ 14.7 ▲ 25.0 ▲ 15.3 11.4 ▲ 6.4
6 18.2 10.5 60.9 14.6 5.3 9.0 ▲ 4.8 ▲ 1.2 25.0 13.2
7 ▲ 18.6 ▲ 9.1 ▲ 9.2 ▲ 3.2 2.5 3.9 ▲ 12.0 ▲ 3.8 2.9 ▲ 4.1
8 ▲ 1.2 41.7 ▲ 9.4 21.4 4.1 3.7 11.9 6.5 ▲ 2.2 13.2
9 13.1 54.6 ▲ 4.6 1.3 6.6 50.5 14.5 38.9 4.1 17.1

10 ▲ 20.5 43.1 ▲ 4.1 15.2 ▲ 16.5 ▲ 17.6 ▲ 17.9 ▲ 14.7 ▲ 19.8 ▲ 0.4
11 ▲ 18.3 21.8 ▲ 20.4 ▲ 3.2 ▲ 5.8 ▲ 27.6 10.3 ▲ 15.2 ▲ 0.3 ▲ 3.3
12 37.5 ▲ 29.7 ▲ 4.4 ▲ 13.3 7.5 16.5 ▲ 37.0 ▲ 16.3 5.2 ▲ 8.6

2021/ 1 ▲ 13.4 15.3 3.4 16.3 ▲ 18.3 ▲ 26.8 ▲ 9.1 ▲ 33.2 ▲ 3.4 ▲ 1.4
2 ▲ 27.2 ▲ 20.8 ▲ 34.7 ▲ 11.8 0.7 13.3 ▲ 19.1 8.1 10.6 ▲ 7.3
3 12.2 3.0 15.6 ▲ 3.6 10.3 4.5 ▲ 2.1 7.9 0.6 1.9
4 ▲ 2.7 ▲ 23.3 ▲ 35.4 ▲ 0.4 ▲ 7.4 ▲ 13.2 ▲ 9.8 20.4 ▲ 0.6 ▲ 9.2
5 6.2 ▲ 6.9 23.5 ▲ 0.6 5.6 18.9 2.4 19.1 18.1 6.3

（資料） 北海道建設業信用保証、東日本建設業保証、西日本建設業保証「公共工事前払金保証統計」

公共工事請負金額

2018年度
2019年度
2020年度



（図表　７）

（１）季節調整済
(前期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.3 ▲ 0.4 ▲ 1.1 1.0 1.8 0.9 1.4 ▲ 0.4 0.9 1.1
2019年 ▲ 4.0 ▲ 3.9 ▲ 4.4 ▲ 3.7 ▲ 1.6 ▲ 4.0 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 3.0
2020年 ▲ 12.5 ▲ 6.6 ▲ 11.1 ▲ 10.7 ▲ 13.1 ▲ 8.5 ▲ 10.4 ▲ 8.3 ▲ 9.2 ▲ 10.4

2019/4Q ▲ 2.5 0.0 ▲ 4.7 ▲ 4.1 ▲ 4.6 ▲ 7.3 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 2.3 ▲ 3.6
2020/1Q ▲ 2.5 1.8 ▲ 1.0 ▲ 0.4 0.9 4.2 ▲ 1.8 0.0 ▲ 3.5 0.0

2Q ▲ 10.0 ▲ 12.3 ▲ 9.7 ▲ 14.8 ▲ 28.3 ▲ 15.0 ▲ 18.8 ▲ 9.0 ▲ 13.1 ▲ 16.8
3Q ▲ 3.2 ▲ 2.3 1.1 6.3 25.8 6.4 14.5 ▲ 2.6 5.9 9.0
4Q 9.2 12.2 4.5 4.9 10.6 4.0 5.2 2.1 9.5 5.7

2021/1Q 4.8 3.6 5.3 3.1 ▲ 2.1 6.2 3.4 2.9 2.1 2.9
2020/ 4 ▲ 4.7 ▲ 2.2 ▲ 3.5 ▲ 8.6 ▲ 16.0 ▲ 9.5 ▲ 15.5 ▲ 7.0 ▲ 10.0 ▲ 10.3

5 ▲ 5.7 ▲ 11.0 ▲ 8.4 ▲ 10.0 ▲ 19.0 ▲ 8.9 ▲ 6.5 ▲ 8.2 ▲ 7.0 ▲ 10.5
6 0.4 ▲ 1.6 ▲ 1.1 5.4 6.3 3.0 7.2 ▲ 5.7 1.1 4.9
7 ▲ 0.8 4.6 2.9 5.0 22.4 7.2 8.6 4.9 2.8 6.9
8 ▲ 1.5 ▲ 7.0 1.9 0.6 5.1 ▲ 0.4 1.4 ▲ 1.8 3.4 2.0
9 0.9 10.0 1.8 2.8 8.0 2.4 6.1 1.8 7.3 3.7

10 7.5 6.6 2.4 2.0 5.6 1.9 1.5 1.3 3.5 2.1
11 1.2 ▲ 0.9 ▲ 1.2 1.3 ▲ 0.6 3.5 ▲ 2.5 ▲ 3.2 1.7 0.7
12 2.0 5.7 3.3 ▲ 0.7 ▲ 4.7 ▲ 4.8 2.6 7.4 ▲ 3.6 ▲ 0.2

2021/ 1 2.1 ▲ 0.1 0.7 3.4 3.2 9.3 4.1 0.7 7.0 3.1
2 0.6 ▲ 1.4 6.0 ▲ 1.5 ▲ 4.7 0.8 ▲ 3.6 ▲ 2.1 ▲ 5.2 ▲ 1.3
3 1.5 3.8 ▲ 3.5 2.1 4.3 ▲ 3.6 2.8 ▲ 0.2 2.4 1.7
4 0.3 0.4 5.8 2.1 5.1 1.3 ▲ 1.1 3.5 2.7 2.9
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 5.9

（注）1. 年は原指数の前年比。
　　　2. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、北陸、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　3. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（２）原指数
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.3 ▲ 0.4 ▲ 1.1 1.0 1.8 0.9 1.4 ▲ 0.4 0.9 1.1
2019年 ▲ 4.0 ▲ 3.9 ▲ 4.4 ▲ 3.7 ▲ 1.6 ▲ 4.0 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 3.0
2020年 ▲ 12.5 ▲ 6.6 ▲ 11.1 ▲ 10.7 ▲ 13.1 ▲ 8.5 ▲ 10.4 ▲ 8.3 ▲ 9.2 ▲ 10.4

2019/4Q ▲ 7.9 ▲ 4.9 ▲ 10.7 ▲ 7.6 ▲ 7.1 ▲ 8.6 ▲ 5.5 ▲ 2.2 ▲ 2.9 ▲ 6.8
2020/1Q ▲ 9.0 ▲ 0.2 ▲ 9.3 ▲ 5.2 ▲ 7.0 ▲ 3.2 ▲ 4.4 ▲ 1.7 ▲ 4.6 ▲ 4.7

2Q ▲ 16.4 ▲ 11.4 ▲ 15.8 ▲ 19.1 ▲ 32.4 ▲ 16.7 ▲ 23.4 ▲ 10.0 ▲ 16.4 ▲ 20.3
3Q ▲ 17.3 ▲ 12.6 ▲ 14.2 ▲ 13.9 ▲ 13.3 ▲ 12.9 ▲ 10.1 ▲ 12.4 ▲ 13.3 ▲ 13.0
4Q ▲ 7.1 ▲ 2.1 ▲ 5.4 ▲ 4.9 0.8 ▲ 1.4 ▲ 3.7 ▲ 9.0 ▲ 2.6 ▲ 3.5

2021/1Q ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.4 ▲ 2.0 ▲ 1.2 ▲ 0.2 0.4 ▲ 6.8 1.6 ▲ 1.0
2020/ 4 ▲ 13.2 ▲ 4.7 ▲ 10.5 ▲ 15.0 ▲ 24.0 ▲ 11.8 ▲ 22.3 ▲ 3.2 ▲ 13.6 ▲ 15.5

5 ▲ 20.1 ▲ 16.2 ▲ 21.2 ▲ 26.1 ▲ 42.9 ▲ 23.1 ▲ 28.2 ▲ 11.1 ▲ 22.0 ▲ 27.0
6 ▲ 16.1 ▲ 13.1 ▲ 16.2 ▲ 16.7 ▲ 30.6 ▲ 15.2 ▲ 19.9 ▲ 15.4 ▲ 13.9 ▲ 18.4
7 ▲ 17.8 ▲ 14.0 ▲ 17.6 ▲ 15.9 ▲ 19.5 ▲ 14.7 ▲ 14.0 ▲ 12.7 ▲ 16.6 ▲ 15.9
8 ▲ 18.8 ▲ 14.1 ▲ 14.1 ▲ 15.0 ▲ 16.0 ▲ 14.3 ▲ 9.2 ▲ 15.5 ▲ 15.0 ▲ 14.0
9 ▲ 15.4 ▲ 10.0 ▲ 10.7 ▲ 10.7 ▲ 4.5 ▲ 10.0 ▲ 6.6 ▲ 9.4 ▲ 8.7 ▲ 9.1

10 ▲ 7.5 ▲ 2.8 ▲ 8.5 ▲ 4.5 1.0 ▲ 2.2 ▲ 4.1 ▲ 8.3 ▲ 3.1 ▲ 3.4
11 ▲ 9.7 ▲ 4.5 ▲ 5.2 ▲ 5.9 1.1 0.4 ▲ 4.2 ▲ 15.2 ▲ 3.4 ▲ 4.1
12 ▲ 4.2 1.3 ▲ 2.1 ▲ 4.1 0.3 ▲ 2.4 ▲ 2.8 ▲ 3.2 ▲ 1.1 ▲ 2.9

2021/ 1 ▲ 4.3 ▲ 2.8 ▲ 5.3 ▲ 6.9 ▲ 6.6 ▲ 3.9 ▲ 3.7 ▲ 2.4 0.3 ▲ 5.3
2 ▲ 3.1 ▲ 2.4 0.8 ▲ 3.1 ▲ 4.1 0.4 ▲ 1.5 ▲ 6.9 0.0 ▲ 2.0
3 4.9 4.6 2.9 3.4 6.5 2.5 6.0 ▲ 10.4 4.2 3.4
4 8.3 7.2 10.2 12.3 29.2 10.8 21.3 ▲ 2.6 16.0 15.8
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 22.0

（注）1. 2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、北陸、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　2. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（資料） 経済産業省､各経済産業局､中部経済産業局電力･ガス事業北陸支局「鉱工業生産動向」

鉱工業生産指数



（図表　８）

（１）季節調整済
(前期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.5 ▲ 0.2 0.1 1.6 1.2 0.9 ▲ 1.0 0.4 0.8
2019年 ▲ 4.8 ▲ 3.5 ▲ 3.5 ▲ 2.3 ▲ 4.4 ▲ 1.3 0.0 ▲ 1.7 ▲ 2.7
2020年 ▲ 12.8 ▲ 6.3 ▲ 10.7 ▲ 13.0 ▲ 8.4 ▲ 11.5 ▲ 8.4 ▲ 10.4 ▲ 10.6

2019/4Q ▲ 1.7 ▲ 0.7 ▲ 4.3 ▲ 4.9 ▲ 4.8 ▲ 1.8 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 3.9
2020/1Q ▲ 3.9 0.7 ▲ 0.5 0.5 1.2 ▲ 3.4 0.3 ▲ 5.3 ▲ 0.5

2Q ▲ 10.5 ▲ 11.1 ▲ 15.7 ▲ 25.4 ▲ 16.1 ▲ 16.6 ▲ 9.5 ▲ 17.4 ▲ 16.9
3Q ▲ 1.4 0.7 7.4 21.6 8.4 10.5 ▲ 1.7 12.1 9.2
4Q 8.7 9.1 5.4 9.2 6.5 7.4 1.9 12.2 5.9

2021/1Q 5.6 1.8 1.9 ▲ 0.3 1.5 2.6 1.1 ▲ 0.1 2.0
2020/ 4 ▲ 5.8 1.0 ▲ 10.7 ▲ 15.1 ▲ 11.4 ▲ 13.1 ▲ 3.5 ▲ 10.5 ▲ 10.3

5 ▲ 3.7 ▲ 12.3 ▲ 9.1 ▲ 18.1 ▲ 10.8 ▲ 5.8 ▲ 10.8 ▲ 10.5 ▲ 9.8
6 ▲ 0.1 ▲ 1.5 7.1 6.4 7.1 6.5 ▲ 1.0 5.3 6.9
7 ▲ 0.3 7.9 4.8 19.2 7.3 5.2 2.8 5.6 5.3
8 0.1 ▲ 5.6 0.7 4.6 ▲ 1.2 2.4 ▲ 0.4 6.7 2.3
9 0.4 7.6 2.1 5.4 3.6 3.7 1.2 5.8 3.8

10 7.9 6.6 3.0 4.5 6.0 5.2 1.4 7.5 2.2
11 0.1 ▲ 3.7 1.1 1.4 0.8 ▲ 1.2 ▲ 2.2 ▲ 1.1 0.9
12 1.3 5.8 ▲ 0.2 ▲ 4.2 ▲ 6.4 ▲ 0.7 3.8 ▲ 2.7 ▲ 0.6

2021/ 1 2.8 0.0 1.9 4.0 6.7 4.7 0.7 4.7 2.9
2 1.8 ▲ 2.2 ▲ 1.2 ▲ 3.8 0.3 ▲ 2.5 ▲ 1.5 ▲ 5.5 ▲ 1.3
3 1.5 2.3 1.8 2.3 ▲ 3.1 1.2 ▲ 0.7 4.1 0.4
4 1.2 0.2 1.7 4.8 3.3 ▲ 1.7 6.0 4.0 3.1
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 4.7

（注）1. 年は原指数の前年比。
　　　2. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　3. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（２）原指数
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.5 ▲ 0.2 0.1 1.6 1.2 0.9 ▲ 1.0 0.4 0.8
2019年 ▲ 4.8 ▲ 3.5 ▲ 3.5 ▲ 2.3 ▲ 4.4 ▲ 1.3 0.0 ▲ 1.7 ▲ 2.7
2020年 ▲ 12.8 ▲ 6.3 ▲ 10.7 ▲ 13.0 ▲ 8.4 ▲ 11.5 ▲ 8.4 ▲ 10.4 ▲ 10.6

2019/4Q ▲ 7.6 ▲ 5.4 ▲ 7.9 ▲ 8.3 ▲ 9.0 ▲ 5.5 ▲ 2.6 ▲ 2.9 ▲ 6.5
2020/1Q ▲ 9.3 ▲ 1.8 ▲ 4.4 ▲ 7.7 ▲ 2.5 ▲ 6.6 ▲ 0.9 ▲ 5.8 ▲ 5.2

2Q ▲ 17.9 ▲ 11.6 ▲ 19.9 ▲ 30.3 ▲ 16.8 ▲ 22.7 ▲ 10.5 ▲ 22.1 ▲ 20.3
3Q ▲ 16.8 ▲ 10.5 ▲ 14.5 ▲ 13.5 ▲ 12.7 ▲ 13.0 ▲ 13.9 ▲ 13.3 ▲ 13.5
4Q ▲ 7.7 ▲ 1.7 ▲ 4.2 ▲ 0.2 ▲ 1.6 ▲ 4.1 ▲ 8.0 ▲ 1.4 ▲ 3.5

2021/1Q 0.8 ▲ 0.4 ▲ 3.2 ▲ 0.8 ▲ 2.2 0.6 ▲ 8.0 2.8 ▲ 1.4
2020/ 4 ▲ 15.7 ▲ 4.7 ▲ 17.1 ▲ 22.7 ▲ 12.4 ▲ 21.6 ▲ 2.3 ▲ 17.8 ▲ 17.0

5 ▲ 20.9 ▲ 17.0 ▲ 26.8 ▲ 39.7 ▲ 25.5 ▲ 27.4 ▲ 14.7 ▲ 30.3 ▲ 27.5
6 ▲ 17.0 ▲ 12.9 ▲ 16.2 ▲ 28.7 ▲ 12.8 ▲ 19.3 ▲ 14.8 ▲ 18.1 ▲ 16.7
7 ▲ 18.1 ▲ 11.2 ▲ 15.8 ▲ 18.9 ▲ 13.3 ▲ 17.5 ▲ 14.3 ▲ 18.3 ▲ 16.8
8 ▲ 17.6 ▲ 12.3 ▲ 15.3 ▲ 15.4 ▲ 13.8 ▲ 10.9 ▲ 18.0 ▲ 14.2 ▲ 14.3
9 ▲ 14.6 ▲ 8.3 ▲ 12.2 ▲ 6.2 ▲ 11.0 ▲ 9.9 ▲ 9.5 ▲ 7.4 ▲ 9.6

10 ▲ 9.3 ▲ 0.6 ▲ 3.7 ▲ 1.8 ▲ 0.8 ▲ 4.5 ▲ 6.7 ▲ 0.9 ▲ 3.3
11 ▲ 9.4 ▲ 5.5 ▲ 5.7 0.5 0.2 ▲ 2.5 ▲ 13.5 ▲ 2.3 ▲ 4.1
12 ▲ 4.5 1.1 ▲ 3.5 0.5 ▲ 4.3 ▲ 5.2 ▲ 3.5 ▲ 0.9 ▲ 3.2

2021/ 1 ▲ 4.8 ▲ 2.6 ▲ 6.9 ▲ 4.0 ▲ 3.1 ▲ 2.6 ▲ 8.5 ▲ 1.2 ▲ 5.3
2 ▲ 0.2 ▲ 3.1 ▲ 5.4 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 1.9 ▲ 8.0 ▲ 0.5 ▲ 3.2
3 7.3 4.0 2.2 4.3 ▲ 0.3 5.9 ▲ 7.7 9.6 3.4
4 13.4 3.1 13.7 24.8 12.6 17.4 ▲ 1.6 24.6 16.2
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 22.5

（注）1. 2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　2. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（資料） 経済産業省、各経済産業局「鉱工業生産動向」

鉱工業出荷指数



（図表　９）

（１）季節調整済
(前期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 9.7 8.3 1.7 6.5 ▲ 1.7 ▲ 2.5 12.3 9.4 1.7
2019年 2.0 6.8 ▲ 1.2 2.7 3.1 1.1 0.4 ▲ 0.7 1.2
2020年 ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2019/4Q ▲ 0.2 0.8 ▲ 0.3 1.6 0.7 ▲ 1.3 0.8 ▲ 0.6 0.7
2020/1Q 5.7 5.0 0.0 4.3 0.8 7.8 2.6 1.6 1.1

2Q 1.9 ▲ 0.4 ▲ 2.0 ▲ 9.7 ▲ 3.3 ▲ 12.1 ▲ 1.1 1.1 ▲ 4.1
3Q ▲ 10.2 ▲ 7.7 ▲ 2.8 ▲ 2.8 ▲ 4.3 2.9 ▲ 5.2 ▲ 6.9 ▲ 3.2
4Q ▲ 13.6 ▲ 2.8 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 3.7 ▲ 7.6 ▲ 3.4 ▲ 1.6

2021/1Q 0.2 ▲ 0.8 1.1 3.1 3.1 1.9 4.7 ▲ 0.2 ▲ 1.3
2020/ 4 0.8 0.3 0.1 1.1 ▲ 1.1 ▲ 3.3 0.0 0.7 0.0

5 ▲ 0.4 0.9 ▲ 0.4 ▲ 1.9 1.4 ▲ 4.3 ▲ 1.8 2.4 ▲ 2.4
6 1.5 ▲ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 8.9 ▲ 3.6 ▲ 5.0 0.7 ▲ 1.9 ▲ 1.8
7 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 1.4 ▲ 1.6 ▲ 2.9 4.4 ▲ 1.7 ▲ 2.1 ▲ 1.3
8 ▲ 5.4 ▲ 3.0 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 2.2 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 3.2 ▲ 0.9
9 ▲ 4.2 ▲ 2.7 0.5 0.9 0.7 ▲ 0.7 ▲ 2.9 ▲ 1.8 ▲ 1.0

10 ▲ 6.3 ▲ 0.1 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 6.4 ▲ 3.6 ▲ 2.0 ▲ 1.0
11 ▲ 5.5 0.2 0.0 ▲ 1.9 ▲ 1.2 ▲ 5.3 ▲ 0.2 ▲ 1.3 ▲ 1.2
12 ▲ 2.5 ▲ 2.9 0.1 2.1 0.7 8.7 ▲ 3.9 ▲ 0.1 0.6

2021/ 1 1.0 0.0 0.4 0.4 ▲ 0.1 2.1 2.8 ▲ 2.8 ▲ 0.9
2 ▲ 1.9 ▲ 2.4 0.4 0.6 0.7 ▲ 4.0 2.4 3.4 ▲ 0.7
3 1.1 1.6 0.2 2.0 2.4 3.9 ▲ 0.5 ▲ 0.7 0.4
4 ▲ 0.9 3.1 1.4 1.9 ▲ 2.5 ▲ 1.4 ▲ 0.5 ▲ 2.8 ▲ 0.1
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 1.7

（注）1. 年は原指数の前年比。
　　　2. ]年、四半期は年末値、期末値。
　　　3. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　4. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（２）原指数
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 9.7 8.3 1.7 6.5 ▲ 1.7 ▲ 2.5 12.3 9.4 1.7
2019年 2.0 6.8 ▲ 1.2 2.7 3.1 1.1 0.4 ▲ 0.7 1.2
2020年 ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2019/4Q 2.0 6.8 ▲ 1.2 2.7 3.1 1.1 0.4 ▲ 0.7 1.2
2020/1Q 7.0 8.4 ▲ 1.3 5.0 3.0 8.8 4.6 4.0 2.8

2Q 9.5 5.0 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 2.3 ▲ 5.1 3.1 2.8 ▲ 3.3
3Q ▲ 3.5 ▲ 2.7 ▲ 4.7 ▲ 6.9 ▲ 6.2 ▲ 3.8 ▲ 2.4 ▲ 4.9 ▲ 5.7
4Q ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2021/1Q ▲ 20.8 ▲ 11.3 ▲ 4.5 ▲ 10.3 ▲ 6.8 ▲ 11.3 ▲ 9.2 ▲ 9.2 ▲ 9.8
2020/ 4 10.0 8.6 ▲ 0.7 5.3 1.9 4.5 6.0 2.4 2.6

5 8.6 9.1 ▲ 1.2 3.2 3.2 ▲ 1.3 1.8 7.5 ▲ 0.3
6 9.5 5.0 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 2.3 ▲ 5.1 3.1 2.8 ▲ 3.3
7 7.1 1.9 ▲ 6.4 ▲ 6.9 ▲ 5.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.7 ▲ 4.7
8 5.1 0.4 ▲ 7.2 ▲ 9.0 ▲ 7.3 ▲ 3.6 1.3 ▲ 2.4 ▲ 5.6
9 ▲ 3.5 ▲ 2.7 ▲ 4.7 ▲ 6.9 ▲ 6.2 ▲ 3.8 ▲ 2.4 ▲ 4.9 ▲ 5.7

10 ▲ 8.3 ▲ 2.3 ▲ 7.3 ▲ 8.4 ▲ 8.7 ▲ 8.1 ▲ 7.0 ▲ 6.6 ▲ 8.1
11 ▲ 13.5 ▲ 3.0 ▲ 6.1 ▲ 11.0 ▲ 9.6 ▲ 13.6 ▲ 7.8 ▲ 7.4 ▲ 9.1
12 ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2021/ 1 ▲ 14.6 ▲ 7.0 ▲ 7.3 ▲ 12.1 ▲ 10.4 ▲ 7.9 ▲ 6.5 ▲ 10.2 ▲ 10.2
2 ▲ 18.6 ▲ 9.6 ▲ 5.0 ▲ 11.5 ▲ 8.0 ▲ 9.7 ▲ 6.4 ▲ 7.2 ▲ 9.5
3 ▲ 20.8 ▲ 11.3 ▲ 4.5 ▲ 10.3 ▲ 6.8 ▲ 11.3 ▲ 9.2 ▲ 9.2 ▲ 9.8
4 ▲ 22.2 ▲ 8.9 ▲ 3.2 ▲ 9.7 ▲ 8.1 ▲ 9.5 ▲ 9.7 ▲ 12.3 ▲ 9.8
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 9.3

（注）1. 年、四半期は年末値、期末値。
　　　2. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　3. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（資料） 経済産業省、各経済産業局「鉱工業生産動向」

鉱工業在庫指数



（図表１０）

(倍) （参考）

北海道 東北 北陸 北関東・甲信 南関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国 北陸4県
2018年 1.18 1.53 2.00 1.59 1.63 1.85 1.59 1.87 1.55 1.46 1.61 1.86
2019年 1.24 1.48 1.96 1.56 1.61 1.81 1.61 1.90 1.58 1.44 1.60 1.81
2020年 1.03 1.18 1.39 1.19 1.16 1.18 1.18 1.43 1.26 1.11 1.18 1.34

2019/4Q 1.24 1.43 1.86 1.50 1.59 1.70 1.58 1.84 1.55 1.41 1.57 1.74
2020/1Q 1.14 1.32 1.66 1.39 1.47 1.49 1.47 1.70 1.47 1.29 1.45 1.57

2Q 1.04 1.17 1.45 1.22 1.22 1.23 1.21 1.49 1.26 1.12 1.20 1.36
3Q 0.97 1.10 1.24 1.07 1.01 1.04 1.05 1.31 1.16 1.02 1.06 1.22
4Q 0.98 1.10 1.22 1.08 0.97 1.02 1.01 1.25 1.14 1.00 1.04 1.21

2021/1Q 0.94 1.17 1.34 1.16 0.98 1.09 1.05 1.29 1.20 1.04 1.10 1.29
2020/ 4 1.13 1.23 1.58 1.31 1.35 1.34 1.31 1.58 1.34 1.18 1.30 1.48

5 0.99 1.15 1.43 1.22 1.22 1.22 1.18 1.46 1.26 1.10 1.18 1.33
6 0.99 1.13 1.34 1.15 1.11 1.14 1.14 1.41 1.20 1.07 1.12 1.28
7 0.99 1.11 1.27 1.10 1.06 1.08 1.09 1.37 1.19 1.04 1.09 1.24
8 0.97 1.10 1.23 1.06 1.00 1.03 1.04 1.29 1.15 1.01 1.05 1.21
9 0.96 1.09 1.22 1.06 0.99 1.03 1.03 1.26 1.14 0.99 1.04 1.21

10 0.96 1.10 1.22 1.07 0.98 1.02 1.02 1.27 1.14 1.00 1.04 1.20
11 0.98 1.10 1.22 1.08 0.97 1.02 1.02 1.26 1.13 1.00 1.05 1.20
12 1.00 1.11 1.23 1.10 0.96 1.01 1.01 1.24 1.14 1.00 1.05 1.22

2021/ 1 1.01 1.15 1.31 1.15 0.99 1.07 1.05 1.28 1.19 1.03 1.10 1.30
2 0.86 1.15 1.33 1.16 0.99 1.10 1.06 1.29 1.21 1.04 1.09 1.28
3 0.95 1.19 1.36 1.17 0.97 1.11 1.05 1.30 1.21 1.06 1.10 1.31
4 1.07 1.21 1.46 1.21 0.97 1.12 1.04 1.35 1.23 1.08 1.09 1.37
5 1.02 1.24 1.47 1.23 0.97 1.17 1.05 1.38 1.25 1.12 1.09 1.39

（注） 1.四半期、月次は季節調整済、年は原計数。
2.北陸は日本銀行金沢支店が作成。

　　　　　　

（資料） 厚生労働省「職業安定業務統計」、日本銀行金沢支店

有効求人倍率



（図表１１）

（原計数、％）
北海道 東北 北陸4県 北関東・甲信 南関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 2.9 2.5 2.0 2.2 2.5 1.8 2.8 2.4 2.2 2.7 2.4
2019年 2.6 2.5 1.9 2.3 2.3 1.9 2.6 2.4 2.3 2.7 2.4
2020年 3.0 2.8 2.2 2.4 3.0 2.3 3.0 2.5 2.6 3.0 2.8

2019/4Q 2.4 2.7 2.0 2.0 2.1 1.9 2.3 2.3 2.0 2.6 2.2
2020/1Q 2.5 2.6 1.9 2.4 2.4 1.9 2.7 2.2 2.1 2.7 2.4

2Q 3.3 2.9 2.2 2.4 3.2 2.1 3.0 2.2 2.7 3.1 2.8
3Q 2.7 2.9 2.1 2.4 3.3 2.8 3.2 2.6 2.6 3.0 3.0
4Q 3.3 2.9 2.6 2.5 3.1 2.5 3.1 3.1 2.7 3.1 2.9

2021/1Q 3.0 3.2 2.6 2.8 2.8 2.5 3.1 2.3 2.5 3.1 2.8

（資料） 総務省「労働力調査」

(前年（同期）比、％）
北海道 東北 北陸4県 北関東・甲信 南関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 2.6 0.0 1.2 1.4 2.8 2.0 1.5 2.4 2.6 1.8 2.0
2019年 0.8 0.8 1.2 0.5 2.1 0.8 1.3 0.6 0.6 0.3 1.1
2020年 ▲ 2.1 ▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 0.0 ▲ 1.5 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.5

2019/4Q 0.8 ▲ 1.0 0.8 0.9 2.1 0.0 1.2 0.0 1.9 0.8 1.1
2020/1Q 0.0 1.5 0.4 0.5 1.4 ▲ 0.1 2.7 ▲ 0.6 1.3 1.0 1.1

2Q ▲ 0.9 ▲ 2.0 ▲ 1.2 ▲ 1.6 ▲ 1.5 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 1.5 1.3 ▲ 1.7 ▲ 1.1
3Q ▲ 2.8 ▲ 1.5 ▲ 1.6 0.2 ▲ 1.8 ▲ 0.1 ▲ 2.0 ▲ 1.8 0.0 0.2 ▲ 1.2
4Q ▲ 4.1 ▲ 1.0 ▲ 2.0 ▲ 0.2 0.1 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 1.8 ▲ 0.6 ▲ 1.1 ▲ 0.7

2021/1Q ▲ 0.4 ▲ 2.3 ▲ 2.0 0.5 ▲ 0.7 ▲ 0.8 0.0 ▲ 0.6 ▲ 3.1 ▲ 0.6 ▲ 0.7

（資料） 総務省「労働力調査」

完全失業率

雇用者数



（図表１２）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸4県 関東甲信 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

2018年 1.6 1.0 0.9 0.9 0.9 0.6 0.7 0.9 0.8 0.8 0.9
2019年 0.7 0.6 0.5 0.8 0.3 0.6 0.6 0.6 0.7 0.5 0.6
2020年 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.2

2019/4Q 0.7 0.4 0.6 0.6 0.2 0.7 0.6 0.4 0.8 ▲ 0.1 0.6
2020/1Q 1.3 0.5 0.8 0.6 0.2 0.7 0.8 0.2 0.8 0.0 0.6

2Q ▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.6 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.1
3Q ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.8 ▲ 0.2
4Q ▲ 1.3 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.9

2021/1Q ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.4
2020/ 4 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.6 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2

5 ▲ 0.5 ▲ 0.7 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.7 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.6 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2
6 ▲ 0.2 ▲ 0.4 0.1 0.1 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.4 0.0
7 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.1 0.2 ▲ 0.3 0.1 0.0 ▲ 0.3 0.1 ▲ 0.5 0.0
8 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 0.4
9 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 0.3

10 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.7
11 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.9
12 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 1.2 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 1.0

2021/ 1 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.6
2 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.4
3 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.2 0.1 ▲ 0.1
4 0.1 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.0 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.1
5 0.6 0.5 0.0 0.1 0.3 ▲ 0.1 0.2 0.2 0.1 0.0 0.1

（注） 全国以外の四半期は、月次指数から算出（平均値）。

（資料） 総務省「消費者物価指数」

(前年同期比、％）
北海道 東北 北陸4県 関東 中部・東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2016/3 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 1.4 0.2 ▲ 0.8 0.0 ▲ 1.2 ▲ 1.4 ▲ 0.5 ▲ 0.5
9 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 1.2 0.3 ▲ 0.7 0.1 ▲ 0.8 ▲ 1.1 0.0 ▲ 0.3

2017/3 ▲ 0.6 0.1 ▲ 1.1 0.4 ▲ 0.6 0.1 ▲ 0.6 ▲ 0.9 0.3 ▲ 0.1
9 ▲ 0.4 0.2 ▲ 1.0 0.5 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.7 0.4 0.0

2018/3 ▲ 0.1 0.3 ▲ 1.0 0.7 ▲ 0.2 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.5 1.0 0.3
9 0.3 0.5 ▲ 0.8 0.9 0.0 0.8 0.2 ▲ 0.3 1.7 0.6

2019/3 0.7 0.6 ▲ 0.7 1.1 0.3 1.0 0.4 ▲ 0.2 2.1 0.8
9 1.1 0.7 ▲ 0.1 1.3 0.4 1.2 0.6 ▲ 0.1 2.5 1.0

2020/3 1.3 0.8 0.1 1.1 0.2 1.1 0.6 ▲ 0.4 2.0 0.9
9 0.6 0.4 ▲ 0.9 0.4 ▲ 0.6 0.1 0.0 ▲ 1.0 0.6 0.1

2021/3 0.1 0.0 ▲ 1.1 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 1.3 ▲ 0.1 ▲ 0.4

（資料） 日本不動産研究所「市街地価格指数」

消費者物価指数（除く生鮮食品）

市街地価格指数（全用途平均）



（図表１３）

（１）倒産件数（負債総額1,000万円以上）
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 16.6 10.8 2.7 ▲ 6.8 3.7 ▲ 3.4 0.9 18.0 13.1 ▲ 2.0
2019年 ▲ 8.2 13.1 5.8 1.0 ▲ 9.8 3.5 4.5 17.1 10.2 1.8
2020年 ▲ 17.5 ▲ 12.3 0.0 ▲ 9.4 ▲ 1.1 ▲ 5.0 2.6 ▲ 17.7 ▲ 11.4 ▲ 7.3

2019/4Q ▲ 15.7 18.5 ▲ 10.6 4.0 ▲ 3.8 12.4 23.5 27.9 11.2 6.8
2020/1Q ▲ 8.6 31.0 39.5 12.0 17.5 6.8 47.1 15.2 6.5 12.9

2Q ▲ 12.5 ▲ 1.1 ▲ 10.2 ▲ 23.8 ▲ 0.9 ▲ 4.6 6.5 ▲ 3.9 ▲ 8.0 ▲ 11.4
3Q ▲ 27.7 ▲ 40.2 ▲ 15.8 ▲ 5.7 ▲ 3.4 1.7 4.8 ▲ 17.5 ▲ 20.6 ▲ 7.4
4Q ▲ 25.6 ▲ 26.0 ▲ 4.8 ▲ 18.4 ▲ 14.5 ▲ 21.0 ▲ 31.4 ▲ 58.2 ▲ 22.3 ▲ 20.8

2021/1Q ▲ 17.0 ▲ 50.0 ▲ 50.0 ▲ 23.0 ▲ 29.0 ▲ 26.0 ▲ 31.0 ▲ 41.5 ▲ 34.1 ▲ 28.2
2020/ 4 56.3 121.1 83.3 ▲ 7.6 54.3 7.2 70.8 11.1 12.3 15.2

5 ▲ 56.5 ▲ 65.1 ▲ 64.0 ▲ 56.7 ▲ 56.6 ▲ 60.8 ▲ 31.4 ▲ 15.4 ▲ 37.3 ▲ 54.8
6 ▲ 16.0 12.1 0.0 ▲ 10.7 3.5 42.5 0.0 ▲ 10.0 1.7 6.3
7 ▲ 20.0 ▲ 46.9 ▲ 8.7 2.3 ▲ 6.4 17.0 15.2 ▲ 12.5 ▲ 27.5 ▲ 1.6
8 ▲ 47.6 ▲ 11.4 ▲ 15.8 ▲ 4.2 22.1 1.1 26.1 ▲ 44.4 ▲ 4.1 ▲ 1.6
9 0.0 ▲ 55.8 ▲ 26.7 ▲ 16.0 ▲ 20.2 ▲ 14.1 ▲ 25.9 ▲ 6.7 ▲ 25.8 ▲ 19.5

10 8.3 ▲ 24.3 21.4 ▲ 17.1 ▲ 16.3 ▲ 22.5 ▲ 44.9 ▲ 47.4 ▲ 12.7 ▲ 20.0
11 ▲ 14.3 4.5 ▲ 21.4 ▲ 26.1 ▲ 10.6 ▲ 19.2 ▲ 24.1 ▲ 71.4 ▲ 19.0 ▲ 21.7
12 ▲ 58.8 ▲ 45.9 ▲ 14.3 ▲ 12.0 ▲ 16.7 ▲ 21.0 ▲ 14.8 ▲ 53.3 ▲ 33.3 ▲ 20.7

2021/ 1 ▲ 66.7 ▲ 63.8 ▲ 59.1 ▲ 35.3 ▲ 40.4 ▲ 33.7 ▲ 28.1 ▲ 35.7 ▲ 37.3 ▲ 38.7
2 ▲ 6.3 ▲ 57.7 ▲ 50.0 ▲ 18.2 ▲ 23.8 ▲ 40.2 ▲ 51.4 ▲ 52.9 ▲ 44.0 ▲ 31.5
3 37.5 ▲ 29.3 ▲ 38.9 ▲ 15.6 ▲ 19.8 ▲ 2.9 ▲ 9.7 ▲ 36.4 ▲ 22.6 ▲ 14.3
4 ▲ 52.0 ▲ 73.8 ▲ 54.5 ▲ 18.6 ▲ 54.6 ▲ 27.9 ▲ 48.8 ▲ 30.0 ▲ 46.9 ▲ 35.8
5 ▲ 10.0 ▲ 6.7 122.2 78.8 69.7 64.8 ▲ 25.0 ▲ 18.2 16.2 50.3

（２）倒産負債総額（負債総額1,000万円以上）
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 58.5 0.0 ▲ 34.5 ▲ 67.7 0.9 11.9 ▲ 47.5 22.9 3.5 ▲ 53.1
2019年 16.5 22.9 174.3 ▲ 20.6 ▲ 12.0 32.2 ▲ 6.5 ▲ 17.6 ▲ 4.1 ▲ 4.2
2020年 ▲ 28.6 ▲ 27.1 ▲ 52.0 ▲ 20.4 ▲ 1.0 ▲ 11.7 13.9 1.2 11.4 ▲ 14.3

2019/4Q 42.7 ▲ 4.0 13.6 ▲ 5.3 139.6 4.4 32.6 ▲ 31.0 54.2 14.7
2020/1Q 55.7 37.8 ▲ 75.5 ▲ 36.5 ▲ 0.7 ▲ 63.8 66.7 2.1 12.5 ▲ 34.4

2Q ▲ 37.6 ▲ 56.0 ▲ 39.6 ▲ 7.1 70.4 121.8 15.0 44.7 19.9 17.9
3Q ▲ 68.3 ▲ 47.8 5.7 ▲ 34.6 0.6 19.0 28.7 2.4 31.9 ▲ 16.9
4Q ▲ 35.7 ▲ 46.9 ▲ 20.7 ▲ 1.0 ▲ 26.2 ▲ 12.0 ▲ 32.5 ▲ 50.5 ▲ 5.1 ▲ 13.3

2021/1Q ▲ 48.5 ▲ 74.4 ▲ 19.2 41.1 36.7 ▲ 28.5 ▲ 52.2 ▲ 39.2 ▲ 26.9 ▲ 3.9
2020/ 4 95.4 ▲ 39.3 165.3 ▲ 13.6 192.0 158.4 225.6 7.4 ▲ 8.5 35.6

5 ▲ 90.1 ▲ 59.5 ▲ 72.1 ▲ 18.4 ▲ 40.1 2.3 ▲ 57.3 15.3 120.0 ▲ 24.3
6 ▲ 25.3 ▲ 63.7 33.7 19.9 49.5 229.5 36.4 113.7 ▲ 27.7 48.1
7 ▲ 76.6 ▲ 40.6 63.0 18.1 28.3 3.9 77.6 ▲ 46.5 5.5 7.9
8 ▲ 65.8 5.4 12.1 ▲ 42.7 ▲ 19.2 18.4 169.3 54.6 63.2 ▲ 16.9
9 ▲ 59.6 ▲ 73.8 ▲ 72.5 ▲ 61.8 ▲ 13.0 35.4 ▲ 31.9 44.2 55.0 ▲ 37.4

10 34.5 ▲ 45.7 ▲ 29.8 ▲ 36.7 40.8 24.1 ▲ 29.9 77.8 5.9 ▲ 11.6
11 ▲ 23.8 ▲ 45.6 ▲ 20.1 ▲ 40.2 204.1 12.1 ▲ 1.4 ▲ 73.2 ▲ 66.0 ▲ 16.6
12 ▲ 79.5 ▲ 48.8 ▲ 18.6 79.2 ▲ 85.0 ▲ 53.8 ▲ 54.5 ▲ 89.6 71.4 ▲ 11.7

2021/ 1 ▲ 89.2 ▲ 93.4 ▲ 85.3 ▲ 6.8 30.9 4.9 ▲ 45.0 25.2 ▲ 76.6 ▲ 34.8
2 ▲ 13.9 2.4 ▲ 69.8 9.6 100.8 ▲ 59.8 ▲ 5.2 ▲ 29.9 ▲ 48.1 ▲ 5.3
3 13.5 ▲ 45.2 255.3 96.0 ▲ 4.2 ▲ 35.6 ▲ 76.1 ▲ 55.8 183.7 33.5
4 ▲ 48.4 ▲ 32.1 53.6 ▲ 18.0 ▲ 73.5 ▲ 68.3 ▲ 76.7 74.4 ▲ 42.0 ▲ 42.0
5 ▲ 20.6 ▲ 62.1 ▲ 54.0 254.9 348.0 ▲ 59.3 ▲ 42.7 ▲ 57.0 ▲ 9.1 107.4

（資料） 東京商工リサーチ「倒産月報」

企 業 倒 産



（図表１４）

～ 　本計表は、下記の日本銀行各支店等が、企業短期経済観測調査で得られた計数に

もとづき、それぞれの地域の経済情勢を把握するため、それぞれ個別に作成した

9地域の統計を一括表示したものである。

（１）業況判断ＤＩ（全産業）
(「良い」－「悪い」・％ポイント）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2020/ 9 ▲ 19 ▲ 24 ▲ 37 ▲ 27 ▲ 37 ▲ 32 ▲ 27 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 28

12 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 22 ▲ 17 ▲ 18 ▲ 20 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 15
2021/ 3 ▲ 11 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 7 ▲ 8

6 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 5 0 ▲ 8 ▲ 7 ▲ 3
9(予) ▲ 9 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 13 ▲ 4 ▲ 5

（２）業況判断ＤＩ（製造業）
(「良い」－「悪い」・％ポイント）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2020/ 9 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 47 ▲ 38 ▲ 45 ▲ 39 ▲ 35 ▲ 19 ▲ 29 ▲ 37

12 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 30 ▲ 22 ▲ 18 ▲ 24 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 20
2021/ 3 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 13 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 4 ▲ 6

6 3 1 ▲ 2 7 0 ▲ 1 1 ▲ 9 ▲ 2 2
9(予) ▲ 2 5 2 4 ▲ 1 ▲ 4 1 ▲ 8 3 0

（３）業況判断ＤＩ（非製造業）
(「良い」－「悪い」・％ポイント）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2020/ 9 ▲ 17 ▲ 18 ▲ 29 ▲ 21 ▲ 28 ▲ 25 ▲ 21 ▲ 22 ▲ 19 ▲ 21

12 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 16 ▲ 13 ▲ 17 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 11
2021/ 3 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 15 ▲ 10 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 5 ▲ 10 ▲ 8 ▲ 9

6 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 12 ▲ 7 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 7
9(予) ▲ 11 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 8 ▲ 17 ▲ 7 ▲ 9

(注)1.短観の標本設計（調査対象企業の抽出方法）では、業種・企業規模ごとの売上高の標準誤差率
や、売上高および資本金でみた調査母集団企業と調査対象企業の分布が有意に乖離しないこと
等を基準として、全国ベースでの調査対象企業の抽出を行っているため、地域毎にみると、必
ずしも各地域の産業構造を正確に反映していない。このため、例えばこの統計を、全国短観の
業況判断DIや、他の地域について算出された業況判断DIと水準比較することは適当ではない。
しかし、短観の調査対象企業には、継続標本が多く含まれており、かつ回答率が極めて高いこ
とから、この統計を各地域の企業の業況感の時系列的な変化を把握するために活用することは
可能である。

　　2. ]「(予)」は、直近の調査時における3か月後の予測。

(作成) 地域区分毎に、日本銀行各支店、調査統計局地域経済調査課が以下の分担で作成。
北　海　道：札幌支店
東　　　北：仙台支店
北　　　陸：金沢支店
関東甲信越：調査統計局地域経済調査課
東　　　海：調査統計局地域経済調査課(名古屋支店､静岡支店のデータを合算)
近　　　畿：大阪支店
中　　　国：広島支店
四　　　国：高松支店
九州・沖縄：福岡支店

地域別業況判断ＤＩ



（図表１５）

(末残前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 2.2 ▲ 0.2 2.1 2.4 1.3 2.3 1.4 0.4 1.7 2.0
2019年 2.7 1.6 3.7 2.5 3.3 2.4 2.6 2.7 3.4 2.6
2020年 9.6 7.6 9.0 10.3 9.3 8.9 7.9 7.5 10.3 9.7

2019/4Q 2.7 1.6 3.7 2.5 3.3 2.4 2.6 2.7 3.4 2.6
2020/1Q 2.4 1.2 2.8 3.8 2.3 2.1 1.9 1.8 2.7 3.0

2Q 7.5 6.2 7.1 10.5 8.8 7.0 6.7 5.3 8.0 9.0
3Q 10.3 7.1 9.5 10.0 9.7 8.0 8.0 6.9 9.1 9.3
4Q 9.6 7.6 9.0 10.3 9.3 8.9 7.9 7.5 10.3 9.7

2021/1Q 10.7 8.6 8.8 10.5 9.5 9.9 8.6 8.7 11.2 10.2
2020/ 4 3.7 2.0 3.3 5.9 4.3 3.2 3.4 2.5 3.4 4.7

5 8.0 5.8 7.5 9.0 7.8 6.5 6.5 5.2 7.6 8.0
6 7.5 6.2 7.1 10.5 8.8 7.0 6.7 5.3 8.0 9.0
7 8.9 7.0 8.7 10.0 9.0 7.2 7.5 6.4 8.8 9.0
8 8.7 7.0 8.5 11.3 8.5 7.6 7.3 6.9 8.8 9.7
9 10.3 7.1 9.5 10.0 9.7 8.0 8.0 6.9 9.1 9.3

10 10.6 7.9 10.1 9.0 8.9 8.5 8.6 7.6 10.0 8.9
11 9.0 7.1 8.5 10.4 8.1 8.7 7.7 7.0 9.3 9.4
12 9.6 7.6 9.0 10.3 9.3 8.9 7.9 7.5 10.3 9.7

2021/ 1 10.4 8.5 10.3 10.1 9.4 9.0 9.2 8.4 10.9 9.8
2 10.6 8.4 9.5 10.4 9.8 9.2 8.9 8.2 10.8 10.0
3 10.7 8.6 8.8 10.5 9.5 9.9 8.6 8.7 11.2 10.2
4 10.0 8.0 8.6 8.5 8.0 8.8 7.9 8.4 10.4 8.6
5 6.5 5.4 5.9 5.9 4.5 6.0 5.8 6.3 7.0 5.9

(末残前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 1.3 2.5 3.1 3.2 1.1 2.3 4.3 2.7 3.2 2.9
2019年 2.5 0.8 1.9 1.5 1.0 2.3 2.6 3.8 2.5 1.8
2020年 7.3 3.5 4.2 4.6 14.9 4.4 4.0 4.2 5.2 5.4

2019/4Q 2.5 0.8 1.9 1.5 1.0 2.3 2.6 3.8 2.5 1.8
2020/1Q 1.1 0.5 1.7 2.0 1.3 2.8 3.0 2.6 2.8 2.1

2Q 4.8 3.0 4.6 5.8 14.3 5.3 4.9 4.5 5.2 6.1
3Q 5.5 3.4 5.1 4.7 15.6 4.4 4.8 4.3 5.4 5.5
4Q 7.3 3.5 4.2 4.6 14.9 4.4 4.0 4.2 5.2 5.4

2021/1Q 6.8 3.9 3.0 4.6 11.3 2.7 3.7 5.3 4.9 4.8
2020/ 4 1.6 1.1 2.6 3.5 9.9 4.2 3.2 3.1 3.4 3.9

5 3.2 2.3 4.2 5.9 13.3 5.7 5.2 4.4 4.7 6.0
6 4.8 3.0 4.6 5.8 14.3 5.3 4.9 4.5 5.2 6.1
7 5.7 3.5 5.2 5.8 15.3 5.5 5.2 4.9 5.6 6.2
8 5.1 3.7 5.3 5.8 15.1 4.9 5.1 4.5 5.5 6.1
9 5.5 3.4 5.1 4.7 15.6 4.4 4.8 4.3 5.4 5.5

10 5.6 3.7 5.0 4.7 15.7 5.4 5.2 4.9 5.5 5.6
11 5.4 3.7 4.3 5.3 14.9 5.1 4.4 4.1 5.2 5.8
12 7.3 3.5 4.2 4.6 14.9 4.4 4.0 4.2 5.2 5.4

2021/ 1 7.7 3.6 4.2 5.0 13.3 4.4 4.3 4.8 5.1 5.5
2 7.7 3.6 3.8 5.4 13.3 4.4 4.1 4.8 5.2 5.7
3 6.8 3.9 3.0 4.6 11.3 2.7 3.7 5.3 4.9 4.8
4 8.2 3.6 3.0 2.1 4.3 2.2 3.5 5.4 4.7 2.8
5 5.4 3.0 2.0 0.4 1.7 0.8 1.8 3.9 3.4 1.2

（資料） 日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

国内銀行　預金残高

国内銀行　貸出残高
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経 済 の 動 き* 

 

【全体感】 

東北地域の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響などから、持ち直しの動きが

一服しつつある。 

最終需要の動向をみると、公共投資は、減少に転じている。設備投資は、増加して

いる。個人消費は、弱含んでいる。住宅投資は、持ち直しつつある。この間、生産は、

供給制約の影響から増勢が鈍化している。雇用・所得環境をみると、弱い動きが続い

ている。消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。 

 

【各  論】 

１．需要項目別動向 

公共投資は、震災復興関連工事の一巡などから減少に転じている。 

設備投資は、増加している。 

６月短観（東北地区）における 2021 年度の設備投資をみると、一部に案件一巡な

どから減少計画となっている先がみられるが、新型コロナウイルス感染症の影響で

先送りされた案件の再開や感染症対策の計上に加え、需要増加を見込んだ能力増強

投資などがみられることから、全体では増加する計画となっている。 

個人消費は、弱含んでいる。 

主要小売業販売額をみると、百貨店やコンビニエンスストアは落ち込んだ状態が続

いている一方、スーパーやドラッグストア、ホームセンターは堅調に推移している。

家電販売額は、買い替え需要の一巡などから、振れを伴いつつも、増勢が鈍化してい

る。乗用車の新車登録台数は、供給制約の影響から減少している。 

この間、サービス消費は、新型コロナウイルス感染症の影響から飲食・宿泊を中心

に引き続き厳しい状態にある。 

住宅投資は、持家を中心に持ち直しつつある。 

 

 

                                            
*
 直近の金融経済統計および企業ヒアリングをもとに、 

東北地区６県（青森、岩手、秋田、宮城、山形、福島） 

の金融経済情勢を取り纏め。 

 

当店ＨＰでは「経済の動き」 
を始め、東北経済に関する 
様々な情報を掲載しており 
ます。是非ご覧ください。 

▼日本銀行仙台支店ＨＰへのアクセス



 

 ２

２．生産 

生産（鉱工業生産）は、供給制約の影響から増勢が鈍化している。 

主要業種別にみると、輸送機械は、足もと供給制約により下押し圧力がかかった状

態にある。一方、生産用機械等は、振れはあるものの、半導体関連を中心に増加傾向

にある。電子部品・デバイスも、スマホ・車載向けを中心に緩やかな増加基調にある。

この間、食料品は、低調な動きとなっている。 

 

３．雇用・所得 

雇用・所得環境をみると、弱い動きが続いている。 

労働需給をみると、求人が緩やかに増加しているが、その水準はなお低く、総じて

みれば弱めの動きとなっている。この間、雇用者所得は、業種ごとのばらつきを伴い

ながらも前年を上回っているとみられる。 

 

４．物価 

消費者物価（除く生鮮食品）は、エネルギー価格の上昇などから、前年を上回って

いる。 

 

５．企業倒産 

企業倒産は、低水準で推移している。 

 

６．金融情勢 

預金動向をみると、個人・法人を中心に全体では前年を上回っている。 

貸出動向をみると、個人向け、法人向けの増加を背景に全体でも前年を上回ってい

る。この間、貸出金利は、緩やかながらも低下している。 

 

 

以  上 

本件に関する問い合わせ先 
 日本銀行仙台支店営業課 
  TEL：０２２－２１４－３１２０ 



東北地区主要金融経済指標

１．実体経済指標 （指標の< >内に指示されている場合を除き、前年比、％）

20年 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

主要小売業販売額 0.9 2.0 ▲ 0.6 0.9 1.1 ▲ 2.1 2.6 n.a.

百貨店 ▲ 19.0 ▲ 10.3 ▲ 13.7 18.3 30.3 ▲ 9.9 ▲ 6.5 n.a.

スーパー 1.8 3.1 0.2 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 2.2 1.6 n.a.

コンビニエンスストア ▲ 3.7 ▲ 2.5 ▲ 1.7 2.6 2.8 ▲ 0.7 4.2 n.a.

ドラッグストア 10.8 9.2 0.7 3.9 5.7 4.9 7.1 n.a.

ホームセンター 7.3 7.6 5.1 ▲ 6.4 ▲ 9.1 ▲ 11.8 ▲ 0.2 n.a.

個人消費 家電大型専門店販売額 6.5 20.9 8.4 ▲ 4.0 ▲ 1.1 ▲ 20.0 6.9 n.a.

乗用車新車登録台数 ▲ 12.1 8.8 1.6 15.1 41.4 ▲ 6.3 ▲ 11.4 ▲ 6.6

普通車 ▲ 14.6 18.3 13.6 35.4 59.7 14.9 12.6 10.1

小型車 ▲ 12.4 ▲ 4.4 ▲ 14.5 ▲ 11.6 ▲ 7.0 ▲ 17.6 ▲ 14.1 ▲ 10.5

軽自動車 ▲ 9.7 12.5 6.5 27.1 87.7 ▲ 12.4 ▲ 26.3 ▲ 16.2

消費者 総合 ▲ 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.2 0.1 n.a.

物価指数
除く生鮮食品 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.2 n.a.

公共投資 公共工事請負金額 12.5 16.2 ▲ 1.4 ▲ 14.0 ▲ 6.9 ▲ 6.6 ▲ 27.4 ▲ 43.4

住宅投資 新設住宅着工戸数 ▲ 15.9 ▲ 13.5 ▲ 4.4 1.3 8.3 ▲ 2.4 12.5 n.a.

輸出 輸出額 ▲ 13.5 ▲ 7.9 ▲ 15.6 13.6 ▲ 1.5 20.2 ▲ 0.3 n.a.

生産 鉱工業生産指数(季調値)<前月(期)比> r ▲ 6.5 r 6.8 r 5.2 1.7 r ▲ 6.6 14.9 p ▲ 4.2 n.a.

有効求人倍率(季調値)<倍> 1.18 1.10 1.17 1.24 1.24 1.27 1.32 n.a.

雇用
・

完全失業率（原計数）<％> 2.8 2.9 3.2 2.9

 家計所得 常用労働者数 ▲ 0.2 ▲ 0.7 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

名目賃金 ▲ 1.8 ▲ 1.8 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

雇用者所得 ▲ 2.0 ▲ 2.5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

（前年度比、％）

2020年度 2021年度（計画）

全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

設備投資 短観－東北地区6県－ ▲ 9.2 ▲ 17.2 ▲ 1.0 14.4 23.0 7.0

（件、億円、％）

20年度 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

件数 実数 298 71 57 50 14 25 20 27

企業倒産
前年同期比 ▲ 31.0 ▲ 26.0 ▲ 50.0 ▲ 46.8 ▲ 6.7 ▲ 32.4 ▲ 23.1 ▲ 12.9

負債総額 実数 370 82 76 51 9 16 145 45

前年同期比 ▲ 58.6 ▲ 46.9 ▲ 74.4 ▲ 48.6 ▲ 62.1 ▲ 56.2 300.3 ▲ 2.2

(注1)　 pは速報値、rは前回公表時から掲載計数を改訂したもの（以下同じ）。

(注2)　 主要小売業販売額の計数は、商業動態統計調査（経済産業省）で公表されている百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア、ホームセンターの

各業態の販売額を日本銀行仙台支店が合算し算出（全店ベース）。

(注3)　 乗用車新車登録台数の四半期計数および年次計数は、日本銀行仙台支店が算出。

(注4)　 消費者物価指数は、今回より2020年基準に変更。四半期計数は、日本銀行仙台支店が算出。

(注5)　 公共工事請負金額の年次計数は年度集計であり、表中計数は2020年度。

(注6)　 新設住宅着工戸数の四半期計数および年次計数は、日本銀行仙台支店が算出。

(注7)　 輸出額は、貿易統計を基に日本銀行仙台支店が算出。

(注8)　 鉱工業生産指数は、2015年基準。年次計数は原数値。

(注9)　 有効求人倍率の年次計数は原数値。四半期計数および年次計数は、日本銀行仙台支店が算出。常用労働者数、名目賃金、雇用者所得は、東北6県の

毎月勤労統計を基に日本銀行仙台支店が算出。2015年基準。事業所規模5人以上。雇用者所得は「常用労働者数×名目賃金」の前年比。

(注10)　 設備投資額（含む土地投資額）は、ソフトウェア投資額、研究開発投資額は含まない。

(注11)　 企業倒産は、負債総額10百万円以上の倒産を調査・集計したもの。
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２．金融指標 （末残、前年比、％）

20年度 20/12月 21/3月 21/6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

実質預金 東北 7.3 6.6 7.3 4.4 5.0 4.4 4.5 n.a.

+譲渡性預金 銀行 7.5 6.6 7.5 4.6 5.0 4.6 4.8 n.a.

預金
信金 5.8 6.2 5.8 3.5 5.5 3.5 3.1 n.a.

・ 全国 10.3 9.4 10.3 5.7 6.8 5.7 5.5 n.a.

貸出金
貸出金 東北 4.2 3.7 4.2 2.4 3.2 2.4 2.0 n.a.

銀行 3.9 3.5 3.9 2.2 3.0 2.2 2.0 n.a.

信金 6.8 5.6 6.8 3.8 5.0 3.8 2.7 n.a.

全国 4.8 5.4 4.8 0.6 1.2 0.6 0.6 n.a.

（月・期中変化幅、％ポイント）

20年度 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月 直近金利

貸出約定 地銀 東北 ▲0.034 ▲0.004 ▲0.008 ▲0.010 ▲0.008 ▲0.001 ▲0.003 n.a. 0.786%

平均金利
全国 ▲0.034 ▲0.005 ▲0.006 ▲0.008 ▲0.002 ▲0.002 ▲0.004 n.a. 0.840%

金利 （総合） 地銀Ⅱ 東北 ▲0.030 ▲0.009 ▲0.005 ▲0.013 ▲0.007 ▲0.003 ▲0.005 n.a. 1.115%

<ストック>
全国 ▲0.056 ▲0.016 ▲0.011 ▲0.010 ▲0.003 ▲0.002 ▲0.006 n.a. 0.986%

信金 東北 ▲0.126 ▲0.017 ▲0.026 ▲0.012 ▲0.010 ▲0.003 ▲0.003 n.a. 1.635%

全国 r ▲0.065 ▲0.012 r ▲0.011 ▲0.009 ▲0.002 ▲0.003 ▲0.002 n.a. 1.436%

＜参考＞銀行券受払高（東北） （億円、受払尻の「▲」は支払超）

20年度 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

銀行券
受入 28,574 6,742 7,387 7,068 2,481 2,447 2,294 2,444

受払高 支払 38,232 11,603 6,794 9,155 1,931 3,329 3,045 3,067

受払（▲）尻 ▲9,658 ▲4,861 593 ▲2,087 550 ▲882 ▲751 ▲623

(注1)　 預金・貸出金の東北は、東北6県に所在する国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の店舗と東北6県に本店を有する信用金庫の全店舗（東北6県外の店舗を

含む）の集計。全国は、国内銀行のみ集計（信用金庫は含まない）。銀行勘定を集計。ただし、国内銀行についてはオフショア勘定を除く。実質預金と

は、表面預金から未決済の小切手・手形を引いたもの。貸出金は、中央政府向け貸出を除く。合併、新規出店、撤退等による残高調整は行っていない。

(注2)　 貸出約定平均金利の東北は、東北6県に本店を置く地銀、地銀Ⅱ、信用金庫の貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの。貸出金利、貸出金残高は

銀行勘定の円貸出のうち、金融機関向け貸出を除いたもの。

（資料出所）
個人消費 経済産業省、東北運輸局、総務省、日本銀行仙台支店
公共投資 東日本建設業保証（株）
住宅投資 国土交通省
輸出 財務省
生産 東北経済産業局
雇用・家計所得 厚生労働省、総務省、東北6県、日本銀行仙台支店
設備投資 日本銀行仙台支店
企業倒産 （株）東京商工リサーチ
預金・貸出金 日本銀行、日本銀行仙台支店
金利 日本銀行、日本銀行仙台支店、全国信用金庫協会
銀行券受払高 日本銀行仙台支店

2



2021.
































